
特定個人情報保護評価書（重点項目評価書）

評価書番号  評価書名

1 住民基本台帳に関する事務　重点項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

高山市は、住民基本台帳に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱
いにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利
益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその他の事態
を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、もって個人のプライ
バシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言する。

特記事項 なし

 評価実施機関名

岐阜県高山市長

 公表日

令和7年7月18日

[令和７年５月　様式３]

作成者
○　評価書番号は、特定個人情報保護評価計画管理書（以下「計画管理書」という。）の「評価書番号」欄に記載する番号と同じものを記載してください。



作成者
○　評価書名には、特定個人情報保護評価（以下「評価」という。）の対象の事務の内容が分かる名称を記載してください。事務やシステムの名称をそのまま用いる必要はなく、実態に応じて、評価書の内容を推察できる名称としてください。
○　評価は、原則として、法令上の事務（番号法別表に掲げる事務）を単位に実施するものですが、評価実施機関のシステムや事務の執行状況等によっては、別表の項ごとでは評価書の記載が困難な場合や、別表の複数の項をまとめて記載した方が分かりやすい場合などが考えられるため、評価実施機関の判断で、別表の事務を分割又は統合した事務を単位に、１つの評価書を作成することを可能としています。
○　評価対象の事務の実施をやめるなどした場合は、評価書名に続けて事務の実施をやめるなどした日を【●年●月●日終了】と記載してください。事務の実施をやめるなどした日から少なくとも３年間は評価書を公表しておくことが必要です。



作成者
○　評価の結果、評価対象の事務において、特定個人情報ファイルの取扱いに際し、個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを認識し、このようなリスクを軽減するための適切な措置を講じていることを確認の上、宣言してください。


作成者
○　評価対象の事務において評価実施機関が実施しているリスク対策のうち、特に力を入れて取り組んでいること等、特記して一般に向けて積極的に情報提供したいものがある場合は、記載してください。特記すべきものがなければ、「なし」又は無記入で構いません。



作成者
○　評価書を提出する評価実施機関の名称を記載してください（例：●●大臣、 ●●庁長官、●●県知事、●●市長、●●市教育委員会、独立行政法人●●等）。
  【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第２号）。】
○　評価実施機関（評価対象の事務について評価の実施が義務付けられる者）が複数存在する場合は、取りまとめの評価実施機関が評価書を作成・提出するとともに、「Ⅰ６．他の評価実施機関」に取りまとめ以外の全ての評価実施機関の名称を記載してください。



作成者
○　評価の実施・再実施又は修正に伴い評価書を個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）に提出するときに、公表する日を記載してください。
○　評価書の記載内容は、原則として、公表日時点のものとしてください。事前評価という評価の性質上、公表日時点での想定に基づいて記載することになります。




項目一覧

Ⅰ　基本情報

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅲ　リスク対策

Ⅳ　開示請求、問合せ

Ⅴ　評価実施手続

　（別添２）　変更箇所



Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 住民基本台帳に関する事務

 ②事務の内容

　市町村（特別区を含む。）（以下「市町村」という。）が住民を対象とする行政を適切に行い、また、住民の正し
い権利を保障するためには、市町村の住民に関する正確な記録が整備されていなければならない。
　住民基本台帳は、住民基本台帳法（以下「住基法」という。）に基づき、作成されるものであり、市町村におけ
る住民の届出に関する制度及びその住民たる地位を記録する各種の台帳に関する制度を一元化し、もって、
住民の利便を増進するとともに行政の近代化に対処するため、住民に関する記録を正確かつ統一的に行うも
のであり、市町村において、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録、その他住民に関する事務の処理
の基礎となるものである。
　また、住基法に基づいて住民基本台帳のネットワーク化を図り、全国共通の本人確認システム（住基ネット）
を都道府県と共同して構築している。
　市町村は、住基法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「
番号法」という。）の規定に従い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。
　①個人を単位とする住民票を世帯ごとに編成し、住民基本台帳を作成　
　②転入届、転居届、転出届、世帯変更届等の届出又は職権に基づく住民票の記載、消除又は記載の修正
　③住民基本台帳の正確な記録を確保するための措置
　④転入届に基づき住民票の記載をした際の転出元市町村に対する通知
　⑤本人又は同一の世帯に属する者、その他法で定める者の請求による住民票の写し等の交付
　⑥住民票の記載事項に変更があった際の都道府県知事に対する通知
　⑦地方公共団体情報システム機構（以下「機構」という。）への本人確認情報の照会
　⑧住民からの請求に基づく住民票コードの変更
　⑨個人番号の通知及び個人番号カードの交付
　⑩個人番号カード等を用いた本人確認
※申請・届出等は窓口、郵送及びマイナポータル・ぴったりサービス（サービス検索・電子申請機能）で受領す
る。

　なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カードの交付」に係る事務については、行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情報
の提供等に関する命令（平成26年11月20日総務省令第85号）第35条（個人番号通知書、個人番号カード関
連事務の委任）により機構に対する事務の一部の委任が認められている。そのため、当該事務においては、
事務を委任する機構に対する情報の提供を含めて特定個人情報ファイルを使用する。

 ③対象人数

＜選択肢＞

[ 10万人以上30万人未満 ] 1) 1,000人未満 2) 1,000人以上1万人未満
3) 1万人以上10万人未満 4) 10万人以上30万人未満

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

 ①システムの名称 既存住民基本台帳システム

 ②システムの機能

・住民基本台帳管理機能：住民登録している住民及び外国人に係る住民基本台帳を管理する。
・住民基本台帳異動機能：住民からの届け出に基づく住民基本台帳の異動管理を行う（転入、転出、転居等）
。
・証明書発行機能：住民票等の各種証明書を発行する。
・住民基本台帳ネットワーク連携機能：住基ネットと住民基本台帳の連携を行う。
・出入国在留管理庁通知連携機能：出入国在留管理庁と外国人住民の情報の連携を行う。
・個人番号の管理：個人番号の管理を行う。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

[ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ○ ] その他 （ 宛名管理システム、コンビニ交付システム、中間サーバー、申請管理システム )

 システム2～5

 システム2

作成者
○　評価対象の事務の名称を記載してください。計画管理書の「事務の名称」欄に記載する名称と同じものを記載してください。


作成者
○　評価対象の事務全体の概要及びその中で特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の具体的な内容を記載してください。
○　さらに、特定個人情報の流れが分かる事務フロー図を別添１に記載してください。
※　文字数により、セルの表示に収まりきらない（文字が見切れてしまう）場合については、「別添○○を参照。」などと記載の上、当該項目の内容がわかる資料を作成し、評価書の添付資料として併せて提出・公表するなどしてください。（以下全ての項目について、同じです。）



作成者
○　評価対象の事務の対象人数を選んでください。基礎項目評価書の「Ⅱ 1．対象人数」欄と同じものを選択してください。ただし、特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない事務で、任意で評価を行う場合、基礎項目評価書の「1,000人未満(任意実施）」ではなく、評価を行う事務の対象人数を選択してください。



作成者
○　評価対象の事務において使用するシステムの名称を記載してください。計画管理書の「システムの名称」欄に記載する名称と同じものを記載してください。



作成者
○　このシステムが実現する機能の名称とその概要を記載してください。



作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。


作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。


作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。


作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。



作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。


作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。


作成者
○　このシステムと接続して情報（特定個人情報に限らない。）をやりとりするシステムを全て選択してください（目視、紙又は電子記録媒体を介したやりとりは含まない。）。「その他」を選択する場合はシステムの名称を記載してください。
○　宛名システム等とは、個人番号と既存の内部番号（宛名番号）の対照テーブルなどを用い複数の事務で個人番号を共通して参照するシステムであり、例えば、地方公共団体における団体内統合宛名システムのことです。


作成者
○　評価対象の事務において複数のシステムを使用する場合は、システム２～20の記載欄を「再表示」することにより、その事務を実施する上でのシステムの重要性の順に、それぞれのシステムについて同様に記載してください。
○　評価対象の事務において使用するシステムの数が21以上の場合は、評価書にはシステム20まで記載し、残りのシステムについて同様に記載した添付資料を併せて提出・公表してください。





 ①システムの名称 住民基本台帳ネットワークシステム

 ②システムの機能

１．本人確認情報の更新
：既存住基システムにおいて住民票の記載事項の変更又は新規作成が発生した場合に、当該情報を元に市
町村ＣＳの本人確認情報を更新し、都道府県サーバへ更新情報を送信する。
２．本人確認
：特例転入処理や住民票の写しの広域交付などを行う際、窓口における本人確認のため、提示された個人番
号カード等を元に住基ネットが保有する本人確認情報に照会を行い、確認結果を画面上に表示する。
３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
：個人番号カードの交付を受けている者等の転入が予定される場合に、転出証明書情報をCSを通じて受け取
り、その者に係る転入の届出を受け付けた際に、個人番号カードを用いて転入処理を行う（一定期間経過後も
転入の届出が行われない場合は、受け取った転出証明書情報を消去する。）。
４．本人確認情報検索
：統合端末において入力された５情報（氏名、氏名の振り仮名、住所、性別、生年月日）の組合せをキーに本
人確認情報の検索を行い、検索条件に該当する本人確認情報の一覧を画面上に表示する。
５．機構への情報照会
：全国サーバに対して住民票コード、個人番号又は５情報の組合せをキーとした本人確認情報照会要求を行
い、該当する個人の本人確認情報を受領する。
６．本人確認情報整合
：本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事が都道府県サーバにおいて保有している都道府県知事保存
本人確認情報ファイル及び機構が全国サーバにおいて保有している機構保存本人確認情報ファイルと整合
することを確認するため、都道府県サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用本人確認情報を提供する。
７．送付先情報通知
：個人番号の通知に係る事務の委任先である機構において、住民に対して番号通知書類(個人番号通知書、
個人番号カード交付申請書（以下「交付申請書」という。）等)を送付するため、既存住基システムから当該市
町村の住民基本台帳に記載されている者の送付先情報を抽出し、当該情報を、機構が設置・管理する個人
番号カード管理システムに通知する。
８．個人番号カード管理システムとの情報連携
：機構が設置・管理する個人番号カード管理システムに対し、個人番号カードの交付、廃止、回収又は一時停
止解除に係る情報や個人番号カードの返還情報等を連携する。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

[ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ] その他 （ )

 システム3

 ①システムの名称 宛名管理システム

 ②システムの機能

１．宛名情報管理機能 　住民登録している住民、外国人、住民登録外個人及び法人を管理する。
２．送付先管理機能 　送付先宛名情報を管理する。
３．同定管理機能 　同一人を特定するための同定情報を管理する。
４．個人番号対応符号管理機能 　情報提供ネットワークシステムを使用するための符号を管理する。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○ ] 税務システム

[ ○ ] その他 （ 総合行政情報システム )

 システム4

 ①システムの名称 中間サーバ

 ②システムの機能

中間サーバーは次の10の機能から構成される。
①符号管理機能　②情報照会機能　③情報提供機能　④既存システム接続機能　⑤情報提供等記録管理機
能　⑥情報提供データベース管理機能　⑦データ送受信機能　⑧セキュリティ管理機能　⑨職員認証・権限管
理機能　⑩システム管理機能



 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

[ ○ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ] その他 （ )

 システム5

 ①システムの名称 コンビニ交付システム

 ②システムの機能

・住民情報取り込み：既存住民基本台帳システムから、コンビニ交付に必要な住民情報を取り込む。
・証明書交付システム連携：コンビニ各店舗の交付に必要な住民票情報を地方公共団体情報システム機構の
運営する証明書交付システムに転送する。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

[ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ○ ] その他 （ 証明書交付システム )

 システム6～10

 システム6

 ①システムの名称 団体内統合宛名システム

 ②システムの機能

１．宛名番号付番機能
　団体内統合宛名番号が未登録の個人について、新規に団体内統合宛名番号を付番する機能
２．宛名情報等管理機能
　統合宛名番号と宛名情報、個人番号を紐付けして保存し、管理する機能
３．中間サーバー連携機能
　中間サーバー又は中間サーバー端末からの要求に基づき、団体内統合宛名番号に紐づく宛名情報等を通
知する機能
４．既存システム連携機能
　既存業務システムからの要求に基づき、個人番号又は団体内統合宛名番号に紐づく宛名情報を通知する
機能

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

[ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ○ ] その他 （ 中間サーバ、宛名管理システム )

 システム7

 ①システムの名称 マイナポータル・ぴったりサービス（サービス検索・電子申請機能）

 ②システムの機能

１．住民向け機能
自らが受けることができるサービスをオンラインで検索及び申請ができる機能。

２．地方公共団体向け機能
住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を、地方公共団体に公開する機能。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

[ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ○ ] その他 （ 申請管理システム )



 システム8

 ①システムの名称 申請管理システム

 ②システムの機能

１．申請データの取り込み
　サービス検索・電子申請機能に登録された申請データを取り込む機能
２．申請内容の照会
　申請情報の手続きごとの項目等、詳細情報を確認できる機能
３．申請処理状況の更新
　申請情報の一覧表示を行い、処理状況と自治体コメントを更新機能
４．既存住民基本台帳システムへの連携
　既存住民基本台帳システムへ連携する機能

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

[ ] 宛名システム等 [ ] 税務システム

[ ○ ] その他 （ マイナポータルぴったりサービス（サービス検索・電子申請機能） )

 システム11～15

 システム16～20

 ３．特定個人情報ファイル名

住民基本台帳ファイル、宛名ファイル、本人確認情報ファイル、送付先情報ファイル

 ４．個人番号の利用 ※

 法令上の根拠

１．行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）
・第７条（指定及び通知）
・第１６条（本人確認の措置）
・第１７条（個人番号カードの交付等）
２．住民基本台帳法（住基法）（昭和４２年７月２５日法律第８１号）
・第５条（住民基本台帳の備付け）
・第６条（住民基本台帳の作成）
・第７条（住民票の記載事項）
・第８条（住民票の記載等）
・第１２条（本人等の請求に係る住民票の写し等の交付）
・第１２条の４（本人等の請求に係る住民票の写し等の交付の特例）
・第１４条（住民基本台帳の正確な記録を確保するための措置）
・第２２条（転入届）
・第２４条の２（個人番号カードの交付を受けている者等に関する転入届の特例）
・第３０条の６（市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知等）
・第３０条の１０（通知都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供）
・第３０条の１２（通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供）

 ５．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無

＜選択肢＞

[ 実施する ] 1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 ②法令上の根拠

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の制限）及び同号に基づく主務省令第２条の表

（番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表における情報提供の根拠）
：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（利用特定個人情報）に「住民票関係情報」が含ま
れる項（１、２、３、５、７、１１、１３、１５、２０、２８、３７、３９、４８、５３、５７，５８、５９、６３、６５、６６、６９、７３、７
５、７６、８１、８３、８４、８６、８７、９１、９２、９６、１０６、１０８、１１０、１１２、１１５、１１８、１２４、１２９、１３０、１３
２、１３６、１３７、１３８、１４１、１４２、１４４、１４９、１５０、１５１、１５２、１５５、１５６、１５８、１６０、１６３，１６４、１
６５，１６６の項）

（番号法第１９条第８項に基づく主務省令第２条の表における情報照会の根拠）
：なし（住民基本台帳に関する事務において情報提供ネットワークシステムによる情報照会は行わない）

作成者
○　評価対象の事務において取り扱う特定個人情報ファイルの名称を記載してください。正式な名称がない場合は、主な記録項目、事務を実施する上での使用目的等に基づく名称を作成し、記載してください。データベース名などでも構いませんが、特定個人情報ファイルの内容を推察できる名称としてください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第１号）。】
○　複数の特定個人情報ファイルを取り扱う場合は、全ての特定個人情報ファイルの名称を記載してください。その際、各特定個人情報ファイルの名称の前に「１．２．３．・・・」と通し番号を付してください。II、IIIのそれぞれ「１．特定個人情報ファイル名」において、そのシートで記載する特定個人情報ファイルの名称を記載する際に、この通し番号とともに記載してください。
○　特定個人情報ファイルの保有をやめた場合又は対象人数が1,000人未満となった場合は、特定個人情報ファイル名に続けて、保有をやめた場合は【●年●月●日　保有終了】、1,000人未満となった場合は【●年●月●日　対象人数1,000人未満となる】と記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第３項）。】


作成者
○　評価対象の事務において個人番号を利用する法令上の根拠を記載してください。番号法別表の事務については、別表の項の番号を記載してください（主務省令の名称及び条項を記載する必要はありません。）。別表以外の番号法の規定、住民基本台帳法第７条等の番号法以外の国の法令の規定又は番号法第９条第２項に基づく条例の規定を根拠とする場合は、法令名及び条項を記載してください。評価実施時に条例が制定されていない場合には、「○○に関する条例案」等と記載しても構いません。条例制定後、必要に応じて、評価書の修正又は評価の再実施を行ってください。


作成者
○　情報提供ネットワークシステムによる情報連携を実施するか否かを選択してください。主務省令が制定されていない等の理由により、評価実施時点で情報連携を実施するか否かを決定できない場合は、「未定」を選択し、決定した後に評価の再実施又は評価書の修正を行い、再度提出・公表してください。


作成者
○　法令上の根拠には、情報提供ネットワークシステムによる情報連携ができる根拠規定を記載してください。根拠規定の記載について、番号法第19条第８号に基づく情報連携を行う場合は、利用特定個人情報提供主務省令第２条の表の番号を記載してください（主務省令の正式名称及び第３条以降の条項を記載する必要はありません。）。条例に基づく独自事務について情報連携を行う場合は、番号法第19条第９号と記載してください。
［例］番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条の表○○○の項
※　情報提供ネットワークシステムを通じた利用特定個人情報の提供ができる根拠規定及び照会ができる根拠規定を区別して記載してください。





 ６．評価実施機関における担当部署

 ①部署 高山市　市民福祉部　市民課

 ②所属長の役職名 高山市　市民福祉部　市民課長

 ７．他の評価実施機関

作成者
○　評価の実施を担当する部署の名称及び所属長の役職名を記載してください。部署については、計画管理書の「担当部署」欄に記載する部署名と同じものを記載してください。
○　（計画管理書の表紙に記載した）評価実施機関において実施する評価に関連する全ての事務の取りまとめを担当する部署ではなく、評価対象の事務に知見を有し、実際に評価を実施する部署です。複数の部署が共同で評価を実施する場合は、複数の部署の名称、所属長の役職名を記載してください。




作成者
○　評価の実施を担当する部署の名称及び所属長の役職名を記載してください。部署については、計画管理書の「担当部署」欄に記載する部署名と同じものを記載してください。
○　（計画管理書の表紙に記載した）評価実施機関において実施する評価に関連する全ての事務の取りまとめを担当する部署ではなく、評価対象の事務に知見を有し、実際に評価を実施する部署です。複数の部署が共同で評価を実施する場合は、複数の部署の名称、所属長の役職名を記載してください。



作成者
○　評価実施機関（評価対象の事務について評価の実施が義務付けられる者）が複数存在し、取りまとめの評価実施機関が評価書を作成・提出する場合に、取りまとめ以外の全ての評価実施機関の名称を記載してください。





Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

１．住民基本台帳ファイル

 ２．基本情報　

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ] 1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 
　区域内の住民（住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住民を指す）
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出等の事由により住民票が消除（死亡による消除を除く。）された
者（以下「消除者」という。）を含む

 その必要性
　区域内の全ての住民の情報を保有し、住民票に記載されている住民全員の記録を常に正確に管理する必
要があるため

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号 [ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

・連絡先等情報

[ ○ ] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報 [ ] 健康・医療関係情報

[ ○ ] 医療保険関係情報 [ ○ ] 児童福祉・子育て関係情報 [ ] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報 [ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ○ ] その他 （ 選挙資格関係情報、印鑑登録情報 ）

 その妥当性

・個人番号及びその他識別情報：対象者を正確に特定するために保有
・5情報及びその他住民票関係情報：対象者の基本情報として保有
・医療保険関係情報：医療保険の現況把握のために保有
・児童福祉・子育て関係情報：子どものための教育
・保育給付を受けようとする者の現況把握のために保有
・介護・高齢者福祉関係情報：介護・高齢者医療給付の現況把握のために保有
・年金関係情報：年金受給権者の現況把握のために保有
・選挙資格関係情報：選挙人名簿管理のために保有

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年7月1日

 ⑥事務担当部署 高山市市民福祉部市民課

作成者
○　手作業処理ファイルについて任意で記載する場合は、このExcelファイルには1又は2の選択肢を記載の上で提出し、公表用のPDFファイルを直接編集して、「手作業処理ファイル」とした上で、公表する必要があります。



作成者
○　特定個人情報ファイルの対象となる本人の数を選択してください。事務の対象人数とは異なります。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　５情報のうち記録しない項目がある場合は、「その妥当性」の欄にその旨を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。





 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署 （ ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 地方公共団体情報システム機構 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 市区町村 ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] その他 （ ）

 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線 [ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワーク ）

 ③使用目的　※ 住民基本台帳の管理、個人番号の指定及び通知、各種証明書の発行、住民の異動管理

 ④使用の主体

 使用部署 高山市市民福祉部市民課、各支所地域振興課及びサービスコーナー

 使用者数

＜選択肢＞

[ 100人以上500人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

Ⅰ　住民基本台帳の管理に関する事務
・　住民基本台帳を正確に維持・管理する。
Ⅱ　個人番号の指定及び通知に関する事務
・　地方公共団体情報システム機構から通知された個人番号とすべき番号を個人番号として指定し、個人番
号通知書により通知を行う。
・　個人番号の変更に際して、従前の個人番号に代えて新たな個人番号を指定し、個人番号通知書により通
知を行う。
Ⅲ　各種証明書の発行に関する事務
・　住民からの届出に基づいて住民票等を発行する。
Ⅳ　住民の異動管理に関する事務
・　住民の転入、転出、転居情報を管理する。

 情報の突合

（1）本人確認情報と届出情報を突合して、届出情報の記載に誤りがないことを確認する【上記Ⅰ】
（2）本人確認情報と届出情報を突合して、付与する個人番号が正しいことを確認する【上記Ⅱ】
（3）本人確認情報、届出情報及び発行した各種証明書を突合して、各種証明書に誤りがないことを確認する【
上記Ⅲ】
（4）住民の転入に際して住民票関係情報と申告情報を突合して、重複登録が発生しないことを確認する【上記
Ⅳ】
（5）住民の転入に際して本人確認情報、届出情報及び転出証明書を突合して、届出情報の記載に誤りがない
ことを確認する【上記Ⅳ】

 ⑥使用開始日 平成27年7月1日

作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】

作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　評価対象の事務のために特定個人情報を使用する評価実施機関内の全ての部署の名称と使用者数（各部署の従業者の総数）を記載してください。委託先、提供先又は移転先の従業者は含みません。





 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 2 ）　件

 委託事項1 総合行政情報システムの運用保守委託

 ①委託内容 総合行政情報システムの運用管理

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 一般財団法人　岐阜県市町村行政情報センター

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 委託事項2～5

 委託事項2 コンビニ交付システムの運用保守委託

 ①委託内容 コンビニ交付システムの運用管理

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 地方公共団体情報システム機構

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを委託するかどうかを選択してください。

作成者
○　委託する場合は、（委託先単位ではなく）委託事項単位で、件数を記載してください。


作成者
○　委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）を選択してください。再委託する場合は、再委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）も含めて計上してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するかどうかを選択してください。再委託しない場合は、⑤及び⑥を記載する必要はありません。
○　現状では再委託を実施していない場合でも、今後、委託業者の繁忙や人的リソースの状況によって、再委託を行う可能性がある場合は、「再委託する」を選択してください。また、契約書の再委託条項等において、再委託ができる旨を規定しておく必要がありますので、御注意ください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するに当たって、どのような手続・方法によるかを記載してください。
○　原則として再委託をしないこととしている場合は、その旨を記載してください。
○　また、再委託を行う場合（可能性がある場合も含む。）は、番号法第10条等の観点から、再委託をする際に、事前許諾を行う方法、再委託先において特定個人情報の適切な安全管理措置が図られることを確認すること、再委託先の監督を行うこと等についても記載してください。
○　評価実施機関が再委託を許諾する場合は、その判断基準について記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するに当たって、どのような手続・方法によるかを記載してください。
○　原則として再委託をしないこととしている場合は、その旨を記載してください。
○　また、再委託を行う場合（可能性がある場合も含む。）は、番号法第10条等の観点から、再委託をする際に、事前許諾を行う方法、再委託先において特定個人情報の適切な安全管理措置が図られることを確認すること、再委託先の監督を行うこと等についても記載してください。
○　評価実施機関が再委託を許諾する場合は、その判断基準について記載してください。

作成者
○　 特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項が複数ある場合は、委託事項2～20の記載欄を「再表示」することにより、①再委託しているもの、②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの対象となる本人の数、③委託先における取扱者数の多い順に、それぞれの委託事項について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項の数が21以上の場合は、この評価書には委託事項20まで記載し、残りの委託事項について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。





 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 56 ） 件 [ ○ ] 移転を行っている （ 22 ） 件

[ ] 行っていない

 提供先1 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に定める情報照会者（別紙１参照）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表

 ②提供先における用途 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表第２欄に定める各事務

 ③提供する情報 住民票関係

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」に同じ

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 情報提供ネットワークシステムを通じて特定個人情報の提供依頼がある都度

 提供先2～5

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20

 移転先1　 番号法第９条第１項別表に定める事務の所管課（別紙２参照）

 ①法令上の根拠 住民基本台帳法第１条

 ②移転先における用途 番号法第９条第１項別表に定める各事務

 ③移転する情報 住民票関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

特定個人情報ファイルの範囲と同様

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 総合行政情報システム ）

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。

作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　特定個人情報の提供先が複数ある場合は、提供先２～20の記載欄を「再表示」することにより、①提供する情報の対象となる本人の数、②提供の頻度の多い順に、それぞれの提供先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の提供先の数が21以上の場合は、この評価書には提供先20まで記載し、残りの提供先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。


作成者
○　過去の実績から経常的に移転することが想定される場合は、その時期・頻度を記載してください。経常的に移転することが想定されない場合は、「照会を受けたら都度」と記載してください。
○　再実施・評価書の修正の際には、「１年間に約●回」といった形で移転実績の概数を記載してください（１回に１人の情報を移転した場合も１回、１万人の情報を移転した場合も１回とします。）。


作成者
○　全ての移転先を記載することが困難な場合は、これまでの経緯を踏まえ、今後も経常的に移転することが予想されるものに限って記載しても構いません。
○　特定個人情報の移転先が複数ある場合は、移転先2～20の記載欄を「再表示」することにより、①移転する情報の対象となる本人の数、②移転の頻度の多い順に、それぞれの移転先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の移転先の数が21以上の場合は、この評価書には移転先20まで記載し、残りの移転先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。




 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登録を行った者以外は入館できない。
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境に構築する中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベースに保存される。

<ガバメントクラウドにおける措置>
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けていること。
　・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存される。

 ７．備考

作成者
○　上記以外にこの特定個人情報ファイルの取扱いに関して記載したい事項があれば、記載してください。





 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

別紙のおとり。

作成者
○　「Ⅱ ２．④主な記録項目」欄において選択・記載したものを含め、この特定個人情報ファイルに記録される全ての記録項目を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第４号）。】
○　なお、記録項目をオブジェクト・画像として貼り付けたり、テキストボックスを利用したりする場合において、保護評価システムの評価書の提出の際にエラーが発生する場合は、画像等に隠れるように文字を入力してください。
○　記録項目を記載する目的は、特定個人情報ファイルの内容を明らかにすることです。そのため、データベース内の項目名をそのまま記載しなければならないわけではなく、例えば、本人等から入手する情報を基に記録される項目とバッチ処理等のシステム処理のために用いる記録項目があると思われますが、前者の記録項目を分かりやすく記載することが考えられます。
○　記録項目に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第６号）。】
○　特定個人情報ファイルの種類がその他の電子ファイルであって、記録項目を個別具体的に事前に特定することが困難であるなど特段の事情がある場合には、具体的な項目を記載することまでは必ずしも求められませんが、特定個人情報ファイルに記録される情報の種類・内容等が分かるよう、できる限り具体的に記載することが求められます。
※　文字数により、セルの表示に収まりきらない（文字が見切れてしまう）場合や、特定個人情報ファイルごとに記載を分けたい場合等は、マイナンバー保護評価システムでの提出時のエラーを防ぐため、この様式内でシートのコピーをせずに、別途資料を作成し、評価書の添付資料として併せて提出・公表するなどしてください。





Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

２．宛名ファイル

 ２．基本情報　

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ] 1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 住民、住民登録外個人

 その必要性 宛名に関する記録を正確に管理するため 同一人を特定するための同定情報を管理するため

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号 [ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

・連絡先等情報

[ ○ ] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報 [ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [ ] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報 [ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] その他 （ ）

 その妥当性
・個人番号及びその他識別情報：対象者を正確に特定するために保有
・5情報、連絡先及びその他住民票関係情報：①対象者の基本情報として保有、②本人への連絡等のた めに
保有、③対象者の基本情報として保有

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年7月1日

 ⑥事務担当部署 高山市市民福祉部市民課

作成者
○　手作業処理ファイルについて任意で記載する場合は、このExcelファイルには1又は2の選択肢を記載の上で提出し、公表用のPDFファイルを直接編集して、「手作業処理ファイル」とした上で、公表する必要があります。



作成者
○　特定個人情報ファイルの対象となる本人の数を選択してください。事務の対象人数とは異なります。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　５情報のうち記録しない項目がある場合は、「その妥当性」の欄にその旨を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。





 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署 （ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （
情報提供ネットワークシステムを通じて他市町村
から入手 

）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] その他 （ ）

 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線 [ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワーク ）

 ③使用目的　※ 宛名情報管理、送付先管理、同定管理

 ④使用の主体

 使用部署 高山市市民福祉部市民課、各支所地域振興課及びサービスコーナー

 使用者数

＜選択肢＞

[ 100人以上500人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

Ⅰ　宛名情報の管理に関する事務
 ・　住民、住民登録外個人及び法人に関する宛名情報を正確に維持・管理する。
Ⅱ　送付先の管理に関する事務
 ・　業務ごとの連絡先や書類送付先を管理する。
Ⅲ　同定の管理に関する事務
 ・　同一人として特定できるよう紐付けを行う。
 

 情報の突合
（1）本人確認情報と届出情報を突合して、宛名情報が正しいことを確認する【上記Ⅰ】
（2）本人確認情報と届出情報を突合して、連絡先や書類送付先が正しいことを確認する【上記Ⅱ】
（3）本人確認情報と届出情報を突合して、同一人であることを確認する【上記Ⅲ】

 ⑥使用開始日 平成27年7月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ）　件

 委託事項1 総合行政情報システムの運用保守委託

 ①委託内容 総合行政情報システムの運用管理

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 一般財団法人　岐阜県市町村行政情報センター

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 委託事項2～5

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】

作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　評価対象の事務のために特定個人情報を使用する評価実施機関内の全ての部署の名称と使用者数（各部署の従業者の総数）を記載してください。委託先、提供先又は移転先の従業者は含みません。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを委託するかどうかを選択してください。

作成者
○　委託する場合は、（委託先単位ではなく）委託事項単位で、件数を記載してください。


作成者
○　委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）を選択してください。再委託する場合は、再委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）も含めて計上してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するかどうかを選択してください。再委託しない場合は、⑤及び⑥を記載する必要はありません。
○　現状では再委託を実施していない場合でも、今後、委託業者の繁忙や人的リソースの状況によって、再委託を行う可能性がある場合は、「再委託する」を選択してください。また、契約書の再委託条項等において、再委託ができる旨を規定しておく必要がありますので、御注意ください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するに当たって、どのような手続・方法によるかを記載してください。
○　原則として再委託をしないこととしている場合は、その旨を記載してください。
○　また、再委託を行う場合（可能性がある場合も含む。）は、番号法第10条等の観点から、再委託をする際に、事前許諾を行う方法、再委託先において特定個人情報の適切な安全管理措置が図られることを確認すること、再委託先の監督を行うこと等についても記載してください。
○　評価実施機関が再委託を許諾する場合は、その判断基準について記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するに当たって、どのような手続・方法によるかを記載してください。
○　原則として再委託をしないこととしている場合は、その旨を記載してください。
○　また、再委託を行う場合（可能性がある場合も含む。）は、番号法第10条等の観点から、再委託をする際に、事前許諾を行う方法、再委託先において特定個人情報の適切な安全管理措置が図られることを確認すること、再委託先の監督を行うこと等についても記載してください。
○　評価実施機関が再委託を許諾する場合は、その判断基準について記載してください。

作成者
○　 特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項が複数ある場合は、委託事項2～20の記載欄を「再表示」することにより、①再委託しているもの、②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの対象となる本人の数、③委託先における取扱者数の多い順に、それぞれの委託事項について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項の数が21以上の場合は、この評価書には委託事項20まで記載し、残りの委託事項について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。





 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件 [ ] 移転を行っている （ ） 件

[ ○ ] 行っていない

 提供先1

 ①法令上の根拠

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度

 提供先2～5

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20

 移転先1　

 ①法令上の根拠

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。

作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　特定個人情報の提供先が複数ある場合は、提供先２～20の記載欄を「再表示」することにより、①提供する情報の対象となる本人の数、②提供の頻度の多い順に、それぞれの提供先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の提供先の数が21以上の場合は、この評価書には提供先20まで記載し、残りの提供先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。


作成者
○　過去の実績から経常的に移転することが想定される場合は、その時期・頻度を記載してください。経常的に移転することが想定されない場合は、「照会を受けたら都度」と記載してください。
○　再実施・評価書の修正の際には、「１年間に約●回」といった形で移転実績の概数を記載してください（１回に１人の情報を移転した場合も１回、１万人の情報を移転した場合も１回とします。）。


作成者
○　全ての移転先を記載することが困難な場合は、これまでの経緯を踏まえ、今後も経常的に移転することが予想されるものに限って記載しても構いません。
○　特定個人情報の移転先が複数ある場合は、移転先2～20の記載欄を「再表示」することにより、①移転する情報の対象となる本人の数、②移転の頻度の多い順に、それぞれの移転先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の移転先の数が21以上の場合は、この評価書には移転先20まで記載し、残りの移転先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。




 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登録を行った者以外は入館できない。

<ガバメントクラウドにおける措置>
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けていること。
　・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存される。

 ７．備考

作成者
○　上記以外にこの特定個人情報ファイルの取扱いに関して記載したい事項があれば、記載してください。





 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

別紙のおとり。

作成者
○　「Ⅱ ２．④主な記録項目」欄において選択・記載したものを含め、この特定個人情報ファイルに記録される全ての記録項目を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第４号）。】
○　なお、記録項目をオブジェクト・画像として貼り付けたり、テキストボックスを利用したりする場合において、保護評価システムの評価書の提出の際にエラーが発生する場合は、画像等に隠れるように文字を入力してください。
○　記録項目を記載する目的は、特定個人情報ファイルの内容を明らかにすることです。そのため、データベース内の項目名をそのまま記載しなければならないわけではなく、例えば、本人等から入手する情報を基に記録される項目とバッチ処理等のシステム処理のために用いる記録項目があると思われますが、前者の記録項目を分かりやすく記載することが考えられます。
○　記録項目に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第６号）。】
○　特定個人情報ファイルの種類がその他の電子ファイルであって、記録項目を個別具体的に事前に特定することが困難であるなど特段の事情がある場合には、具体的な項目を記載することまでは必ずしも求められませんが、特定個人情報ファイルに記録される情報の種類・内容等が分かるよう、できる限り具体的に記載することが求められます。
※　文字数により、セルの表示に収まりきらない（文字が見切れてしまう）場合や、特定個人情報ファイルごとに記載を分けたい場合等は、マイナンバー保護評価システムでの提出時のエラーを防ぐため、この様式内でシートのコピーをせずに、別途資料を作成し、評価書の添付資料として併せて提出・公表するなどしてください。





Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

３．本人確認情報ファイル

 ２．基本情報　

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ] 1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 
区域内の住民（住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住民を指す）
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出等の事由により住民票が消除（死亡による消除を除く。）された
者（以下「消除者」という。）を含む

 その必要性
住基ネットを通じて全国共通の本人確認を行うため、本特定個人情報ファイル（本人確認情報ファイル）にお
いて区域内の全ての住民の情報を保有し、住民票に記載されている住民全員の記録を常に正確に更新・管
理・提供する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 10項目以上50項目未満 ] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号 [ ] 個人番号対応符号 [ ] その他識別情報（内部番号）

・連絡先等情報

[ ○ ] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報 [ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [ ] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報 [ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] その他 （ ）

 その妥当性
・個人番号、５情報、その他住民票関係情報
：住基ネットを通じて本人確認を行うために必要な情報として、住民票の記載等に係る本人確認情報（個人番
号、５情報、住民票コード及びこれらの変更情報）を記録する必要があるため。

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年7月1日

 ⑥事務担当部署 高山市市民福祉部市民課

作成者
○　手作業処理ファイルについて任意で記載する場合は、このExcelファイルには1又は2の選択肢を記載の上で提出し、公表用のPDFファイルを直接編集して、「手作業処理ファイル」とした上で、公表する必要があります。



作成者
○　特定個人情報ファイルの対象となる本人の数を選択してください。事務の対象人数とは異なります。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　５情報のうち記録しない項目がある場合は、「その妥当性」の欄にその旨を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。





 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署 （ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ○ ] その他 （ 自部署 ）

 ②入手方法

[ ] 紙 [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線 [ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

[ ○ ] その他 （ 既存住民基本台帳システム ）

 ③使用目的　※

住基ネットを通じて全国共通の本人確認を行うため、本特定個人情報ファイル（本人確認情報ファイル）にお
いて区域内の全ての住民の情報を保有し、住民票に記載されている住民全員の記録を常に正確に更新・管
理・提供する。

 ④使用の主体

 使用部署 高山市市民福祉部市民課、各支所地域振興課及びサービスコーナー

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

・住民票の記載事項の変更又は新規作成が生じた場合、住民記録システムから当該本人確認情報の更新情
報を受領し(既存住基システム→市町村ＣＳ）、受領した情報を元に本人確認情報ファイルを更新し、当該本人
確認情報の更新情報を都道府県知事に通知する（市町村ＣＳ→都道府県サーバ)。
・住民から提示された個人番号カードに登録された住民票コードをキーとして本人確認情報ファイルを検索し、
画面に表示された本人確認情報と申請・届出書等の記載内容を照合し確認することで本人確認を行う（個人
番号カード→市町村ＣＳ）。
・住民票コード、個人番号又は５情報（氏名、氏名の振り仮名、住所、性別、生年月日）の組合せをキーに本人
確認情報ファイルの検索を行う。
・本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事保存本人確認情報ファイル（都道府県サーバ）及び機構保存
本人確認情報ファイル（全国サーバ）と整合することを確認するため、都道府県サーバ及び全国サーバに対し
、整合性確認用本人確認情報を提供する（市町村ＣＳ→都道府県サーバ／全国サーバ）。

 情報の突合

・本人確認情報ファイルを更新する際に、受領した本人確認情報に関する更新データと本人確認情報ファイル
を、住民票コードをもとに突合する。
・個人番号カードを用いて本人確認を行う際に、提示を受けた個人番号カードと本人確認情報ファイルを、住
民票コードをもとに突合する。

 ⑥使用開始日 平成27年7月1日

作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】

作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　評価対象の事務のために特定個人情報を使用する評価実施機関内の全ての部署の名称と使用者数（各部署の従業者の総数）を記載してください。委託先、提供先又は移転先の従業者は含みません。





 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ）　件

 委託事項1 住民基本台帳ネットワークシステムコミュニケーションサーバの運用保守委託

 ①委託内容 住民基本台帳ネットワークシステムコミュニケーションサーバの運用保守

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 一般財団法人　岐阜県市町村行政情報センター

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法 委託先からの登記簿及び再委託の承認申請書の提出

 ⑥再委託事項 住民基本台帳ネットワークコミュニケーションサーバの機器保守

 委託事項2～5

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 2 ） 件 [ ] 移転を行っている （ ） 件

[ ] 行っていない

 提供先1 都道府県

 ①法令上の根拠 住基法第３０条の６（市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知等）

 ②提供先における用途
・市町村より受領した住民の本人確認情報の変更情報（当該提供情報）を元に都道府県知事保存本人確認
情報ファイルの当該住民に係る情報を更新し、機構に通知する。
・住基法に基づいて、本人確認情報の提供及び利用等を行う。

 ③提供する情報 住民票コード、氏名、生年月日、性別、住所、個人番号、異動事由、異動年月日

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ⑦時期・頻度 住民基本台帳の記載事項において、本人確認情報に係る変更又は新規作成が発生した都度、随時。

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを委託するかどうかを選択してください。

作成者
○　委託する場合は、（委託先単位ではなく）委託事項単位で、件数を記載してください。


作成者
○　委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）を選択してください。再委託する場合は、再委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）も含めて計上してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するかどうかを選択してください。再委託しない場合は、⑤及び⑥を記載する必要はありません。
○　現状では再委託を実施していない場合でも、今後、委託業者の繁忙や人的リソースの状況によって、再委託を行う可能性がある場合は、「再委託する」を選択してください。また、契約書の再委託条項等において、再委託ができる旨を規定しておく必要がありますので、御注意ください。



作成者
○　 特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項が複数ある場合は、委託事項2～20の記載欄を「再表示」することにより、①再委託しているもの、②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの対象となる本人の数、③委託先における取扱者数の多い順に、それぞれの委託事項について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項の数が21以上の場合は、この評価書には委託事項20まで記載し、残りの委託事項について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。



作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。

作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。





 提供先2～5

 提供先2 都道府県及び地方公共団体情報システム機構（機構）

 ①法令上の根拠 住基法第１４条（住民基本台帳の正確な記録を確保するための措置）

 ②提供先における用途
住民基本台帳の正確な記録を確保するために、本人確認情報ファイルの記載内容（当該提供情報）と都道府
県知事保存本人確認情報ファイル及び機構保存本人確認情報ファイルの記載内容が整合することを確認す
る。

 ③提供する情報 住民票コード、氏名、生年月日、性別、住所、個人番号、異動事由、異動年月日

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時（１年に１回程度）。

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20

 移転先1　

 ①法令上の根拠

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※
データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登録を行った者以外は入館できない。

 ７．備考

作成者
○　特定個人情報の提供先が複数ある場合は、提供先２～20の記載欄を「再表示」することにより、①提供する情報の対象となる本人の数、②提供の頻度の多い順に、それぞれの提供先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の提供先の数が21以上の場合は、この評価書には提供先20まで記載し、残りの提供先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。


作成者
○　過去の実績から経常的に移転することが想定される場合は、その時期・頻度を記載してください。経常的に移転することが想定されない場合は、「照会を受けたら都度」と記載してください。
○　再実施・評価書の修正の際には、「１年間に約●回」といった形で移転実績の概数を記載してください（１回に１人の情報を移転した場合も１回、１万人の情報を移転した場合も１回とします。）。


作成者
○　全ての移転先を記載することが困難な場合は、これまでの経緯を踏まえ、今後も経常的に移転することが予想されるものに限って記載しても構いません。
○　特定個人情報の移転先が複数ある場合は、移転先2～20の記載欄を「再表示」することにより、①移転する情報の対象となる本人の数、②移転の頻度の多い順に、それぞれの移転先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の移転先の数が21以上の場合は、この評価書には移転先20まで記載し、残りの移転先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。


作成者
○　上記以外にこの特定個人情報ファイルの取扱いに関して記載したい事項があれば、記載してください。





 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

３．本人確認情報ファイル
１．住民票コード、２．漢字氏名、３．外字数（氏名）、４．ふりがな氏名　、５．清音化かな氏名、６．生年月日、７．性別、８．市町村コード、９．大
字・字コード、１０．郵便番号、１１．住所、１２．外字数（住所）、１３．個人番号、１４．住民となった日、１５．住所を定めた日、１６．届出の年月日
、１７．市町村コード（転入前）、１８．転入前住所、１９．外字数（転入前住所）、２０．続柄、２１．異動事由、２２．異動年月日、２３．異動事由詳
細、２４．旧住民票コード、２５．住民票コード使用年月日、２６．依頼管理番号、２７．操作者ＩＤ、２８．操作端末ＩＤ、２９．更新順番号、３０．異常
時更新順番号、３１．更新禁止フラグ、３２．予定者フラグ、３３．排他フラグ、３４．外字フラグ、３５．レコード状況フラグ、３６．タイムスタンプ、３
７．旧氏　漢字、３８．旧氏　外字数、３９．旧氏　ふりがな、４０．旧氏　外字変更連番

作成者
○　「Ⅱ ２．④主な記録項目」欄において選択・記載したものを含め、この特定個人情報ファイルに記録される全ての記録項目を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第４号）。】
○　なお、記録項目をオブジェクト・画像として貼り付けたり、テキストボックスを利用したりする場合において、保護評価システムの評価書の提出の際にエラーが発生する場合は、画像等に隠れるように文字を入力してください。
○　記録項目を記載する目的は、特定個人情報ファイルの内容を明らかにすることです。そのため、データベース内の項目名をそのまま記載しなければならないわけではなく、例えば、本人等から入手する情報を基に記録される項目とバッチ処理等のシステム処理のために用いる記録項目があると思われますが、前者の記録項目を分かりやすく記載することが考えられます。
○　記録項目に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第６号）。】
○　特定個人情報ファイルの種類がその他の電子ファイルであって、記録項目を個別具体的に事前に特定することが困難であるなど特段の事情がある場合には、具体的な項目を記載することまでは必ずしも求められませんが、特定個人情報ファイルに記録される情報の種類・内容等が分かるよう、できる限り具体的に記載することが求められます。
※　文字数により、セルの表示に収まりきらない（文字が見切れてしまう）場合や、特定個人情報ファイルごとに記載を分けたい場合等は、マイナンバー保護評価システムでの提出時のエラーを防ぐため、この様式内でシートのコピーをせずに、別途資料を作成し、評価書の添付資料として併せて提出・公表するなどしてください。





Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

４．送付先情報ファイル

 ２．基本情報　

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ] 1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 　区域内の住民（住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住民を指す）

 その必要性

番号法第７条第１項（指定及び通知）及び個人番号カード省令第７条（個人番号の通知）に基づき、個人番号
通知書を個人番号の付番対象者に送付する必要がある。
また、通知カード所持者にあっては、個人番号カードは通知カードと引き換えに交付することとされている。
機構は、個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）
に基づき、これらの事務を実施する。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 50項目以上100項目未満 ] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号 [ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

・連絡先等情報

[ ○ ] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報 [ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [ ] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報 [ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ○ ] その他 （ 個人番号通知書及び交付申請書の送付先の情報 ）

 その妥当性

・個人番号、５情報、その他住民票関係情報
：個人番号カードの券面記載事項として、法令に規定された項目を記録する必要がある。
・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送付先の情報）
：機構に対し、個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が処理する
事務）に基づき個人番号通知書及び交付申請書の印刷、送付並びに個人番号カードの発行を機構が行うた
めに、個人番号カードの券面記載事項のほか、個人番号通知書及び交付申請書の送付先に係る情報を記録
する必要がある。

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

 ⑥事務担当部署 高山市市民福祉部市民課

作成者
○　手作業処理ファイルについて任意で記載する場合は、このExcelファイルには1又は2の選択肢を記載の上で提出し、公表用のPDFファイルを直接編集して、「手作業処理ファイル」とした上で、公表する必要があります。



作成者
○　特定個人情報ファイルの対象となる本人の数を選択してください。事務の対象人数とは異なります。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　５情報のうち記録しない項目がある場合は、「その妥当性」の欄にその旨を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される情報について、該当するものを全て選択してください。
○　主な記録項目のうち「業務関係情報」とは、評価対象の事務を実施していく上での主たる情報です。例示されているものに該当しない場合は、「その他」を選択し、情報の内容を表す簡潔な名称を作成し、記載してください。





 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署 （ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ○ ] その他 （ 自部署 ）

 ②入手方法

[ ] 紙 [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線 [ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

[ ○ ] その他 （ 既存住民基本台帳システム ）

 ③使用目的　※
個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）に基づき
個人番号通知書及び交付申請書の印刷、送付並びに個人番号カードの発行を行う機構に対し、個人番号通
知書及び交付申請書の送付先情報を提供するため。

 ④使用の主体

 使用部署 高山市市民福祉部市民課、各支所地域振興課及びサービスコーナー

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

・住民記録システムより個人番号の通知対象者の情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申請書等の印刷
及び送付に係る事務を個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が
処理する事務）に基づいて行う機構に対し提供する（既存住基システム→市町村ＣＳ又は電子記録媒体→個
人番号カード管理システム（機構））。

 情報の突合
入手した送付先情報に含まれる４情報等の変更の有無を確認する（最新の５情報等であることを確認する）た
め、機構（全国サーバ）が保有する「機構保存本人確認情報」との情報の突合を行う。

 ⑥使用開始日 平成27年10月5日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ）　件

 委託事項1 住民基本台帳ネットワークシステムコミュニケーションサーバの運用保守委託

 ①委託内容 住民基本台帳ネットワークシステムコミュニケーションサーバの運用保守

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 一般財団法人　岐阜県市町村行政情報センター

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法 委託先からの登記簿及び再委託の承認申請書の提出

 ⑥再委託事項 住民基本台帳ネットワークコミュニケーションサーバの機器保守

 委託事項2～5

 委託事項6～10

 委託事項11～15

 委託事項16～20

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。



作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報をどこから入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】
○　評価実施機関内の他部署から個人情報として入手し、評価対象の事務の実施において個人番号と結び付き特定個人情報となる場合（特定個人情報の移転）も記載してください。なお、個人番号と結び付く個人情報の入手が移転によらない場合について、記載することを妨げるものではありません（以下、特定個人情報の入手に関する項目について同じ。）。


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】

作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】


作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　特定個人情報をどのように入手するか該当するものを全て選択してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第５号）。】



作成者
○　評価対象の事務のために特定個人情報を使用する評価実施機関内の全ての部署の名称と使用者数（各部署の従業者の総数）を記載してください。委託先、提供先又は移転先の従業者は含みません。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを委託するかどうかを選択してください。

作成者
○　委託する場合は、（委託先単位ではなく）委託事項単位で、件数を記載してください。


作成者
○　委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）を選択してください。再委託する場合は、再委託先において特定個人情報ファイルを取り扱う者の数（従業者の総数）も含めて計上してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託するかどうかを選択してください。再委託しない場合は、⑤及び⑥を記載する必要はありません。
○　現状では再委託を実施していない場合でも、今後、委託業者の繁忙や人的リソースの状況によって、再委託を行う可能性がある場合は、「再委託する」を選択してください。また、契約書の再委託条項等において、再委託ができる旨を規定しておく必要がありますので、御注意ください。



作成者
○　 特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項が複数ある場合は、委託事項2～20の記載欄を「再表示」することにより、①再委託しているもの、②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの対象となる本人の数、③委託先における取扱者数の多い順に、それぞれの委託事項について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報ファイルの取扱いを委託する事項の数が21以上の場合は、この評価書には委託事項20まで記載し、残りの委託事項について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。





 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 1 ） 件 [ ] 移転を行っている （ ） 件

[ ] 行っていない

 提供先1 地方公共団体情報システム機構（機構）

 ①法令上の根拠 個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）

 ②提供先における用途
個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）に基づき
個人番号通知書及び交付申請書を印刷し、送付する。

 ③提供する情報 「２．④記録される項目」と同上。

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワークシステム ）

 ⑦時期・頻度 個人番号通知書に係る送付先情報は、新たに個人番号の通知対象者が生じた都度提供する。

 提供先2～5

 提供先6～10

 提供先11～15

 提供先16～20

 移転先1　

 ①法令上の根拠

 ②移転先における用途

 ③移転する情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度

 移転先2～5

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。

作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　提供又は移転する場合は、提供先又は移転先単位で、それぞれ件数を記載してください。

作成者
○　特定個人情報の評価実施機関外への提供又は評価実施機関内の他部署への移転を行うかどうかを選択してください。



作成者
○　特定個人情報の提供先が複数ある場合は、提供先２～20の記載欄を「再表示」することにより、①提供する情報の対象となる本人の数、②提供の頻度の多い順に、それぞれの提供先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の提供先の数が21以上の場合は、この評価書には提供先20まで記載し、残りの提供先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。


作成者
○　過去の実績から経常的に移転することが想定される場合は、その時期・頻度を記載してください。経常的に移転することが想定されない場合は、「照会を受けたら都度」と記載してください。
○　再実施・評価書の修正の際には、「１年間に約●回」といった形で移転実績の概数を記載してください（１回に１人の情報を移転した場合も１回、１万人の情報を移転した場合も１回とします。）。


作成者
○　全ての移転先を記載することが困難な場合は、これまでの経緯を踏まえ、今後も経常的に移転することが予想されるものに限って記載しても構いません。
○　特定個人情報の移転先が複数ある場合は、移転先2～20の記載欄を「再表示」することにより、①移転する情報の対象となる本人の数、②移転の頻度の多い順に、それぞれの移転先について同様に記載してください。
○　評価対象の事務において、特定個人情報の移転先の数が21以上の場合は、この評価書には移転先20まで記載し、残りの移転先について同様に記載した添付資料を併せて提出してください。




 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登録を行った者以外は入館できない。

<ガバメントクラウドにおける措置>
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けていること。
　・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存される。

 ７．備考

作成者
○　上記以外にこの特定個人情報ファイルの取扱いに関して記載したい事項があれば、記載してください。





 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

４．送付先情報ファイル
１．送付先管理番号、２．送付先郵便番号、３．送付先住所　漢字項目長、４．送付先住所　漢字、５．送付先住所　漢字外字数、６．送付先氏
名　漢字項目長、７．送付先氏名　漢字、８．送付先氏名　漢字　外字数、９．市町村コード、１０．市町村名　項目長、１１．市町村名、１２．市町
村郵便番号、１３．市町村住所　項目長、１４．市町村住所、１５．市町村住所　外字数、１６．市町村電話番号、１７．交付場所名　項目長、１８．
交付場所名、１９．交付場所名　外字数、２０．交付場所郵便番号、２１．交付場所住所　項目長、２２．交付場所住所、２３．交付場所住所　外
字数、２４．交付場所電話番号、２５．カード送付場所名　項目長、２６．カード送付場所名、２７．カード送付場所名　外字数、２８．カード送付場
所郵便番号、２９．カード送付場所住所　項目長、３０．カード送付場所住所、３１．カード送付場所住所　外字数、３２．カード送付場所電話番号
、３３．対象となる人数、３４．処理年月日、３５．操作者ＩＤ、３６．操作端末ＩＤ、３７．印刷区分、３８．住民票コード、３９．氏名　漢字項目長、４
０．氏名　漢字、４１．氏名　漢字　外字数、４２．氏名　かな項目長、４３．氏名　かな、４４．郵便番号、４５．住所　項目長、４６．住所、４７．住所　
外字数、４８．生年月日、４９．性別、５０．個人番号、５１．第３０条の４５に規定する区分、５２．在留期間の満了の日、５３．代替文字変換結果
、５４．代替文字氏名　項目長、５５．代替文字氏名、５６．代替文字住所　項目長、５７．代替文字住所、５８．代替文字氏名位置情報、５９．代
替文字住所位置情報、６０．外字フラグ、６１．外字パターン、６２．旧氏　漢字、６３．旧氏　外字数、６４．旧氏　ふりがな、６５．旧氏　外字変更
連番、６６．ローマ字　氏名、６７．ローマ字　旧氏

作成者
○　「Ⅱ ２．④主な記録項目」欄において選択・記載したものを含め、この特定個人情報ファイルに記録される全ての記録項目を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第４号）。】
○　なお、記録項目をオブジェクト・画像として貼り付けたり、テキストボックスを利用したりする場合において、保護評価システムの評価書の提出の際にエラーが発生する場合は、画像等に隠れるように文字を入力してください。
○　記録項目を記載する目的は、特定個人情報ファイルの内容を明らかにすることです。そのため、データベース内の項目名をそのまま記載しなければならないわけではなく、例えば、本人等から入手する情報を基に記録される項目とバッチ処理等のシステム処理のために用いる記録項目があると思われますが、前者の記録項目を分かりやすく記載することが考えられます。
○　記録項目に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨を記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第６号）。】
○　特定個人情報ファイルの種類がその他の電子ファイルであって、記録項目を個別具体的に事前に特定することが困難であるなど特段の事情がある場合には、具体的な項目を記載することまでは必ずしも求められませんが、特定個人情報ファイルに記録される情報の種類・内容等が分かるよう、できる限り具体的に記載することが求められます。
※　文字数により、セルの表示に収まりきらない（文字が見切れてしまう）場合や、特定個人情報ファイルごとに記載を分けたい場合等は、マイナンバー保護評価システムでの提出時のエラーを防ぐため、この様式内でシートのコピーをせずに、別途資料を作成し、評価書の添付資料として併せて提出・公表するなどしてください。





Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

１．住民基本台帳ファイル、２．宛名ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
・書面様式の記載要領を充実し、必要最小限の情報の記載となるようにしている。
・窓口において必要な者からのみ本人確認情報の提示を求め、必要な者以外の者の特定個人情報を入手し
ないよう確認している。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・特定個人情報ファイルには、適切な権限がある担当者のみがアクセスできるよう設計されている。適切な権
限がある担当者からのアクセスであっても個人番号を表示する必要がない業務（機能）からのアクセスについ
ては、個人番号を画面表示しない設計としている。
・システムの導入、改修の際、その他の事務に用いるファイルにはアクセスできないことを確認している。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞

1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法

・住民記録システム、住民基本台帳ネットワークシステム、宛名管理システムを利用する必要がある職員を特
定し、個人ごとにユーザーIDを割り当てるとともに、生体認証を行っている。
・アクセス権の付与・変更に際しては、書面様式により上長、関係部署の承認を得ている。
・アクセス権付与者を常に明確にしている。
・アクセス権が必要な者のみに付与されていることを定期的に確認している。

 その他の措置の内容 システムへのログイン記録、操作ログの記録を行っている。操作ログから操作者まで特定できる。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■ （※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
○　番号法で限定的に明記された事務を処理する必要がなくなった場合で、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・　特定個人情報ファイルの名称   ・　行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・　特定個人情報ファイルの利用目的   ・　特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲   ・　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修   ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。


作成者
○　上記を踏まえ、目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。評価実施機関としてこのリスクへの対策に特に積極的に取り組んでいる場合は、「特に力を入れている」を選択してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
１　安全管理措置の検討手順（抄） 
Ａ　個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化 
○　行政機関等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｂ　特定個人情報等の範囲の明確化 
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｃ　事務取扱担当者の明確化  
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければならない。
Ｄ・Ｅ　（略）

２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。


作成者
○　特定個人情報の入手において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
１　安全管理措置の検討手順（抄） 
Ａ　個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化 
○　行政機関等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｂ　特定個人情報等の範囲の明確化 
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｃ　事務取扱担当者の明確化  
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければならない。
Ｄ・Ｅ　（略）

２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－１－⑴ 個人番号の利用制限（抄）
○　個人番号は、番号法があらかじめ限定的に定めた事務以外で利用することはできない。
○　行政機関等が個人番号を利用するのは、個人番号利用事務（番号法別表に掲げられている事務及び番号法第９条第２項に基づいて条例で規定した事務）、個人番号関係事務（職員等の社会保障及び税等に関する手続書類の作成事務）、番号法第19条第13号から第17号までに基づき特定個人情報の提供を受けた目的を達成するために必要な限度で利用する事務に限られる。
第４－１－⑵ 特定個人情報ファイルの作成の制限 
○　個人番号利用事務等を処理するために必要な場合、又は番号法第19条第13号から第17号までのいずれかに該当して特定個人情報を提供し、又はその提供を受けることができる場合を除き、特定個人情報ファイルを作成してはならない。
第４－３－⑷ 収集・保管制限
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
○　番号法で限定的に明記された事務を処理する必要がなくなった場合で、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称
・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称
・特定個人情報ファイルの利用目的
・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修
・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修
・　保護責任者に対する研修
・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修
・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置 
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置 
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情報
ファイルの取扱いに関する規定

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 規定の内容

・組織体制　・秘密の保持　・目的外利用等の禁止　・複写及び複製の禁止
・個人情報等の受け渡し　・厳重な保管及び搬送　・委託業務を行う場所　・再委託の禁止　・派遣労働者等の
利用時の措置　・事故発生時の報告義務　・調査の実施　・個人情報等の変換又は廃棄　・契約解除　・事故
時の責任分担　・損害賠償　・事故時の公表　・その他

 再委託先による特定個人情報
ファイルの適切な取扱いの担保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 具体的な方法

 その他の措置の内容
・契約書等において、委託業務の範囲及び内容を明確にしている。
・委託先を選定する際、委託内容に応じた情報セキュリティ対策が確保されていることを確認している。
・委託先がシステムを操作する場合は、市担当者の了解を得てから操作するよう取り決めている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

作成者
○　特定個人情報の使用において、上記のリスク１及び２以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　リスク１及び２についての「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしていない場合は「委託しない」を選択し、４．の以下の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－２－⑴ 委託の取扱い 
○　委託者（行政機関等）は、委託先において、番号法に基づき個人番号利用事務等を行う委託者が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられるよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。
※　委託者は、委託をする個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報の適切な安全管理が図られることを確認した上で再委託の諾否を判断しなければならない。また、委託先に対する監督義務だけではなく、再委託先に対しても間接的に監督義務を負うこととなる。
《必要かつ適切な監督》
①　委託先の適切な選定
②　委託先に安全管理措置を遵守させるための必要な委託契約の締結
（契約に盛り込む必要がある内容）
・秘密保持義務
・委託する業務の遂行に必要な範囲を超える事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止
・特定個人情報の目的外利用の禁止
・再委託における条件
・漏えい等事案が発生した場合の委託先の責任
・委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄
・特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
・従業者に対する監督・教育
・契約内容の遵守状況について報告を求める規定
・必要があると認めるときに実地調査を行うことができる規定等
③　委託先における特定個人情報の取扱状況の把握
○ 委託先が再委託する場合は、最初の委託者（行政機関等）の許諾を得た場合に限り、再委託をすることができます。再々委託以降も同様です。


作成者
○　委託先と締結する委託契約において、特定個人情報ファイルの取扱いに関して定めているかどうかを選択してください。また、定めている場合は、どのような規定を設けるか記載してください。
○　例えば、規定については、以下の内容が考えられます。
　・秘密保持義務
　・委託する業務の遂行に必要な範囲を超える事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止
　・特定個人情報の目的外利用の禁止
　・再委託における条件
　・漏えい事案等が発生した場合の委託先の責任
　・委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄
　・特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
　・従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況についての報告を行うこと
　・必要があると認めるときは、委託先に対して実地の監査、調査等を行うこと



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託している場合には、再委託先での適正な取扱いの確保のために行っている措置について記載してください。例えば、委託先における特定個人情報ファイルの管理状況を定期的に点検している場合は、実施頻度、点検方法（訪問確認、セルフチェック）、点検後の改善指示の実施有無、改善状況のモニタリングの実施有無等を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託している場合には、再委託先での適正な取扱いの確保のために行っている措置について記載してください。例えば、委託先における特定個人情報ファイルの管理状況を定期的に点検している場合は、実施頻度、点検方法（訪問確認、セルフチェック）、点検後の改善指示の実施有無、改善状況のモニタリングの実施有無等を記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。




 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 ルールの内容及びルー
ル遵守の確認方法

番号法第９条別表及び番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に定める情報照会者以外への提
供・移転の必要が発生した場合、「重要性分類Ⅰの情報の複製・送付・送信記録票」により許可を得た後、他
の職員の立会いのもとで処理を行う。

 その他の措置の内容

・既存住民基本台帳システムは、権限を付与された者しかアクセスできない。
・個人番号の盗用等が発生した場合は、番号法第7条第2項により、職権及び該当者からの申請により個人番
号の変更を行う。
・住民票の異動データについては、予め決められたシステムからしか取得できないようになっている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措
置

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供ネット
ワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、照会許可用照合リストに基づき情報連携が認められ
た特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワークシステ
ムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した情報を自動
で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定し、特
定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報が
不正に提供されるリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施
した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携
を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う機能。

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしていない場合は「委託しない」を選択し、４．の以下の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑵ 個人番号の提供の求めの制限、特定個人情報の提供制限 
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、個人番号の提供を求めてはならない。
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を提供してはならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称   ・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・特定個人情報ファイルの利用目的    ・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修    ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。




作成者
○　特定個人情報の提供・移転に関するルールを定めているかどうかを選択してください。
○　定めている場合は、どのようなルールを策定しているか、どのようにしてルール遵守を確認するかについて記載してください。


作成者
○　特定個人情報の提供・移転において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
Ｅ　物理的安全管理措置
ｃ　電子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止  
○　許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等の必要な措置を講ずる。また、記録機能を有する機器の情報システム端末等への接続の制限等の必要な措置を講ずる。
○　取扱規程等の手続に基づき、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ必要が生じた場合には、容易に個人番号が判明しないよう安全な方策を講ずる。
○　「持ち運ぶ」とは、特定個人情報等を管理区域又は取扱区域から外へ移動させること又は当該区域の外から当該区域へ移動させることをいい、庁舎内での移動等であっても、特定個人情報等の紛失・盗難等に留意する必要がある。
Ｆ　技術的安全管理措置
ｄ　漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた利用特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を記載するための項目です。
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の記載に必要な情報を踏まえて、記載してください。
○　特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を選択し、リスク１の記載は不要です。また、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択し、リスク２の記載は不要です。


作成者
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた利用特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を記載するための項目です。
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の記載に必要な情報を踏まえて、記載してください。
○　特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を選択し、リスク１の記載は不要です。また、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択し、リスク２の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑶ 情報提供ネットワークシステムによる利用特定個人情報の提供 
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、利用特定個人情報を提供してはならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称   ・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・特定個人情報ファイルの利用目的   ・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修   ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ｄ 漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステムを通じて利用特定個人情報を入手する際に、目的外の入手が行われないために講じている措置を記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限（抄）
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
第４－３－⑸ 本人確認 
○　番号法、番号法施行令、番号法施行規則及び個人番号利用事務実施者（番号法第９条第３項の規定により情報提供用個人識別符号を利用する者を除く。）が認める方法に従い、適切に本人確認を行う。
※　具体的な本人確認の方法については、マイナンバーガイドラインを参照。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応してい
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネ
ットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中間
サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者における情
報漏えい等のリスクを極小化する

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・周
知

[ 十分に行っている ]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関す
る重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞

1） 発生あり 2） 発生なし

 その内容
災害、事故等によるデータの消失を防ぐため、既存住基システムや宛名管理システムのサーバーは、免 震
構造、蓄電池、自家発電機、ガス系消火設備を備えたデータセンターに設置している。

 再発防止策の内容 -

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

第４－２－⑵ 安全管理措置
○　個人番号利用事務等実施者は、個人番号（生存する個人のものだけでなく死者のものも含む。）の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。また、行政機関等は、保有個人情報である特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報である特定個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
○　個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置として、特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。



作成者
○　特定個人情報に関する事故発生時の対応手順を策定して職員に周知しているかどうか選択してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知



作成者
○　過去３年以内に、評価実施機関において（※評価対象の事務に限らないことに御注意ください。）、個人情報（※特定個人情報に限らないことに御注意ください。）に関する重大事故が発生したかどうかを選択してください。３年以上前に発生した重大事故であっても、過去３年以内に評価実施機関がその発生を知った場合は、発生したことになります。
○　ここでいう「個人情報に関する重大事故」については、指針第２の６及び７を参照してください。
【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知



 その他の措置の内容

＜中間サーバー・プラットフォームにおける物理的な措置＞ 
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。

 ＜中間サーバー・プラットフォームにおける技術的な措置＞
 ①中間サーバー・プラットフォームではＵＴＭ（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット ワーク
を効率的かつ包括的に保護する装置等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うと ともに、ロ
グの解析を行う。 ②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更
新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、インターネットとは切り離された閉域ネッ
トワーク環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事業
者及びクラウドサービス事業者がアクセスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、移
行するデータを暗号化した上で、インターネットを経由しない専用回線を使用し、VPN等の技術を利用し
て通信を暗号化することでデータ移行を行う。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

<ガバメントクラウドにおける措置>
・物理的対策
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

・技術的対策
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②ガバメントクラウドASP、ガバメントクラウド運用管理補助者は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティ
ビティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
⑤ガバメントクラウドASP、ガバメントクラウド運用管理補助者は、OS及びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う
。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体、ガバメントクラウドASP、ガバメントクラウド運用管理補助者の各運用保守地点からガバメントクラウドへの接続については、
閉域ネットワークで構成する。
⑧業務データには、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。



 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [ ] 内部監査 [ ○ ] 外部監査

 ９．従業者に対する教育・啓発

 従業者に対する教育・啓発
[ 十分に行っている ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 具体的な方法

＜情報セキュリティーポリシーにおける措置＞
・情報セキュリティポリシーに関して、研修会及び監査を実施している。
・外部記憶媒体の利用について内規を定めて、厳格に運用している。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施すること
としている。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について研修を行うこととしている。

 １０．その他のリスク対策

<ガバメントクラウドにおける措置>
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いについて委
託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起因する
事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の
場合は、地方公共団体に業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応するものとする。
具体的な取扱いについて、疑義が生じる場合は地方公共団体、デジタル庁及び関係者で協議を行う。

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

第４－２－⑵ 安全管理措置（抄）
○　個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置として、特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。


作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 



作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 


作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｄ　人的安全管理措置
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修
・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修
・　保護責任者に対する研修
・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修
・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。
ｃ　法令・内部規程違反等に対する厳正な対処  
○　法令又は内部規程等に違反した職員に対し、法令又は内部規程等に基づき厳正に対処する。






Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

３．本人確認情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・対象者以外の情報の入手を防止するための措置
：本人確認情報の入手元は住民記録システムに限定されるため、住民記録システムへの情報の登録の際に、
届出／申請等の窓口において必要な者からのみ本人確認情報の提示を求め、必要な者以外の者の特定個人
情報を入手しないよう確認している。
・必要な情報以外を入手することを防止するための措置
：平成１４年６月１０日総務省告示第３３４号（第６－７　本人確認情報の通知及び記録）等により市町村コミュニ
ケーションサーバ（「市町村CS」という。）市町村ＣＳにおいて住民記録システムを通じて入手することとされてい
る情報以外を入手できないことを、システム上で担保する。
：正当な利用目的以外の目的にデータベースが構成されることを防止するため、本人確認情報の検索を行う際
の検索条件として、少なくとも性別を除く２情報以上（氏名と住所の組み合わせ、氏名と生年月日の組み合わ
せ）の指定を必須とする。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・宛名管理システム等における措置
：市町村ＣＳと宛名管理システム間の接続は行わない。

・事務で使用するその他のシステムにおける措置
：庁内システムにおける市町村ＣＳへのアクセスは既存住民基本台帳システムに限定しており、また、住民記
録システムと市町村ＣＳ間では、法令に基づく事務で使用する以外の情報との紐付けは行わない。なお、市町
村ＣＳのサーバ上には住民基本台帳ネットワークシステムの管理及び運用に必要なソフトウェア以外作動させ
ず、また、市町村ＣＳが設置されたセグメントにある通信機器は入退室者を制限したサーバルーム内にあり、さ
らに、施錠を施したラック内に設置している。なお、ラックの鍵も厳重に入退室管理を施された別の部屋に管理
されている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞

1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法 生体認証による操作者認証を行う。

 その他の措置の内容

・従業者が事務外で使用するリスクへの措置
：システムの操作履歴(操作ログ)を記録する。
・特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
：システム上、管理権限を与えられた者以外、情報の複製は行えない。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■ （※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
○　番号法で限定的に明記された事務を処理する必要がなくなった場合で、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・　特定個人情報ファイルの名称   ・　行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・　特定個人情報ファイルの利用目的   ・　特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲   ・　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修   ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。


作成者
○　上記を踏まえ、目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。評価実施機関としてこのリスクへの対策に特に積極的に取り組んでいる場合は、「特に力を入れている」を選択してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
１　安全管理措置の検討手順（抄） 
Ａ　個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化 
○　行政機関等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｂ　特定個人情報等の範囲の明確化 
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｃ　事務取扱担当者の明確化  
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければならない。
Ｄ・Ｅ　（略）

２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。


作成者
○　特定個人情報の入手において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
１　安全管理措置の検討手順（抄） 
Ａ　個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化 
○　行政機関等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｂ　特定個人情報等の範囲の明確化 
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｃ　事務取扱担当者の明確化  
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければならない。
Ｄ・Ｅ　（略）

２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－１－⑴ 個人番号の利用制限（抄）
○　個人番号は、番号法があらかじめ限定的に定めた事務以外で利用することはできない。
○　行政機関等が個人番号を利用するのは、個人番号利用事務（番号法別表に掲げられている事務及び番号法第９条第２項に基づいて条例で規定した事務）、個人番号関係事務（職員等の社会保障及び税等に関する手続書類の作成事務）、番号法第19条第13号から第17号までに基づき特定個人情報の提供を受けた目的を達成するために必要な限度で利用する事務に限られる。
第４－１－⑵ 特定個人情報ファイルの作成の制限 
○　個人番号利用事務等を処理するために必要な場合、又は番号法第19条第13号から第17号までのいずれかに該当して特定個人情報を提供し、又はその提供を受けることができる場合を除き、特定個人情報ファイルを作成してはならない。
第４－３－⑷ 収集・保管制限
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
○　番号法で限定的に明記された事務を処理する必要がなくなった場合で、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称
・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称
・特定個人情報ファイルの利用目的
・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修
・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修
・　保護責任者に対する研修
・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修
・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置 
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置 
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・画面ロック等を利用して、長時間にわたり本人確認情報を表示させない。
　・統合端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・本人確認情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめる。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に情報システム責任者の承認を得る。

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情報
ファイルの取扱いに関する規定

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 規定の内容

・組織体制　・秘密の保持　・目的外利用等の禁止　・複写及び複製の禁止
・個人情報等の受け渡し　・厳重な保管及び搬送　・委託業務を行う場所　・再委託の禁止　・派遣労働者等の
利用時の措置　・事故発生時の報告義務　・調査の実施　・個人情報等の変換又は廃棄　・契約解除　・事故時
の責任分担　・損害賠償　・事故時の公表　・その他

 再委託先による特定個人情報
ファイルの適切な取扱いの担保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 具体的な方法

 その他の措置の内容
・契約書等において、委託業務の範囲及び内容を明確にしている。
・委託先を選定する際、委託内容に応じた情報セキュリティ対策が確保されていることを確認している。
・委託先がシステムを操作する場合は、市担当者の了解を得てから操作するよう取り決めている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしていない場合は「委託しない」を選択し、４．の以下の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－２－⑴ 委託の取扱い 
○　委託者（行政機関等）は、委託先において、番号法に基づき個人番号利用事務等を行う委託者が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられるよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。
※　委託者は、委託をする個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報の適切な安全管理が図られることを確認した上で再委託の諾否を判断しなければならない。また、委託先に対する監督義務だけではなく、再委託先に対しても間接的に監督義務を負うこととなる。
《必要かつ適切な監督》
①　委託先の適切な選定
②　委託先に安全管理措置を遵守させるための必要な委託契約の締結
（契約に盛り込む必要がある内容）
・秘密保持義務
・委託する業務の遂行に必要な範囲を超える事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止
・特定個人情報の目的外利用の禁止
・再委託における条件
・漏えい等事案が発生した場合の委託先の責任
・委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄
・特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
・従業者に対する監督・教育
・契約内容の遵守状況について報告を求める規定
・必要があると認めるときに実地調査を行うことができる規定等
③　委託先における特定個人情報の取扱状況の把握
○ 委託先が再委託する場合は、最初の委託者（行政機関等）の許諾を得た場合に限り、再委託をすることができます。再々委託以降も同様です。


作成者
○　委託先と締結する委託契約において、特定個人情報ファイルの取扱いに関して定めているかどうかを選択してください。また、定めている場合は、どのような規定を設けるか記載してください。
○　例えば、規定については、以下の内容が考えられます。
　・秘密保持義務
　・委託する業務の遂行に必要な範囲を超える事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止
　・特定個人情報の目的外利用の禁止
　・再委託における条件
　・漏えい事案等が発生した場合の委託先の責任
　・委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄
　・特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
　・従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況についての報告を行うこと
　・必要があると認めるときは、委託先に対して実地の監査、調査等を行うこと



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託している場合には、再委託先での適正な取扱いの確保のために行っている措置について記載してください。例えば、委託先における特定個人情報ファイルの管理状況を定期的に点検している場合は、実施頻度、点検方法（訪問確認、セルフチェック）、点検後の改善指示の実施有無、改善状況のモニタリングの実施有無等を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託している場合には、再委託先での適正な取扱いの確保のために行っている措置について記載してください。例えば、委託先における特定個人情報ファイルの管理状況を定期的に点検している場合は、実施頻度、点検方法（訪問確認、セルフチェック）、点検後の改善指示の実施有無、改善状況のモニタリングの実施有無等を記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。




 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 ルールの内容及びルー
ル遵守の確認方法

相手方（都道府県サーバ）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施しているため、認証できない相手先へ
の情報の提供はなされないことがシステム上担保される。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置 ：相手方（都道府県サーバ）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施しているため
、認証できない相手先への情報の提供はなされ ないことがシステム上担保される。また、媒体へ出力する必要がある場合には、別途出力の記
録を残す。
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置 ：システム上、照会元から指定された検索条件に基づき得た結果を適切に提供・移転するこ
とを担保する。 　また、本人確認情報に変更が生じた際には、市町村ＣＳへの登録時点で項目のフォーマットチェックや論理チェック（例えば、現
存する 住民に対して転入を異動事由とする更新が行われようとした場合や、転居を異動事由とする更新の際に住所以外の更新が行われよう 
とした場合に当該処理をエラーとする）がなされた情報を通知することをシステム上で担保する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置 ：相手方（都道府県サーバ）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施するため、認証で
きない相手先への情報の提供はなされない ことがシステム上担保される。

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしていない場合は「委託しない」を選択し、４．の以下の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑵ 個人番号の提供の求めの制限、特定個人情報の提供制限 
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、個人番号の提供を求めてはならない。
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を提供してはならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称   ・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・特定個人情報ファイルの利用目的    ・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修    ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。




作成者
○　特定個人情報の提供・移転に関するルールを定めているかどうかを選択してください。
○　定めている場合は、どのようなルールを策定しているか、どのようにしてルール遵守を確認するかについて記載してください。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
Ｅ　物理的安全管理措置
ｃ　電子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止  
○　許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等の必要な措置を講ずる。また、記録機能を有する機器の情報システム端末等への接続の制限等の必要な措置を講ずる。
○　取扱規程等の手続に基づき、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ必要が生じた場合には、容易に個人番号が判明しないよう安全な方策を講ずる。
○　「持ち運ぶ」とは、特定個人情報等を管理区域又は取扱区域から外へ移動させること又は当該区域の外から当該区域へ移動させることをいい、庁舎内での移動等であっても、特定個人情報等の紛失・盗難等に留意する必要がある。
Ｆ　技術的安全管理措置
ｄ　漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。


作成者
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた利用特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を記載するための項目です。
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の記載に必要な情報を踏まえて、記載してください。
○　特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を選択し、リスク１の記載は不要です。また、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択し、リスク２の記載は不要です。


作成者
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた利用特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を記載するための項目です。
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の記載に必要な情報を踏まえて、記載してください。
○　特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を選択し、リスク１の記載は不要です。また、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択し、リスク２の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑶ 情報提供ネットワークシステムによる利用特定個人情報の提供 
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、利用特定個人情報を提供してはならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称   ・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・特定個人情報ファイルの利用目的   ・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修   ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ｄ 漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステムを通じて利用特定個人情報を入手する際に、目的外の入手が行われないために講じている措置を記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限（抄）
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
第４－３－⑸ 本人確認 
○　番号法、番号法施行令、番号法施行規則及び個人番号利用事務実施者（番号法第９条第３項の規定により情報提供用個人識別符号を利用する者を除く。）が認める方法に従い、適切に本人確認を行う。
※　具体的な本人確認の方法については、マイナンバーガイドラインを参照。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステムを通じて提供する際に、利用特定個人情報の不正な提供が行われるリスクを軽減するために講じている措置を記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限（抄）
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
第４－３－⑸ 本人確認 
○　番号法、番号法施行令、番号法施行規則及び個人番号利用事務実施者（番号法第９条第３項の規定により情報提供用個人識別符号を利用する者を除く。）が認める方法に従い、適切に本人確認を行う。
※　具体的な本人確認の方法については、マイナンバーガイドラインを参照。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・周
知

[ 十分に行っている ]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関す
る重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞

1） 発生あり 2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

作成者
○　情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うリスクについて、上記のリスク１及び２以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　リスク１及び２についての「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

第４－２－⑵ 安全管理措置
○　個人番号利用事務等実施者は、個人番号（生存する個人のものだけでなく死者のものも含む。）の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。また、行政機関等は、保有個人情報である特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報である特定個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
○　個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置として、特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。



作成者
○　特定個人情報に関する事故発生時の対応手順を策定して職員に周知しているかどうか選択してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知



作成者
○　過去３年以内に、評価実施機関において（※評価対象の事務に限らないことに御注意ください。）、個人情報（※特定個人情報に限らないことに御注意ください。）に関する重大事故が発生したかどうかを選択してください。３年以上前に発生した重大事故であっても、過去３年以内に評価実施機関がその発生を知った場合は、発生したことになります。
○　ここでいう「個人情報に関する重大事故」については、指針第２の６及び７を参照してください。
【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知

作成者
○　過去３年以内に発生した全ての重大事故の内容、原因、影響（影響を受けた人数等）、重大事故発生時の対応などを記載してください。【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知

作成者
○　重大事故を受けて策定・実施した再発防止策の内容について具体的に記載してください。【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知

作成者
○　特定個人情報の保管・消去において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。例えば、特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスクや消去されずいつまでも存在するリスクが考えられます。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　　　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　　　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。
ｂ　機器及び電子媒体等の盗難等の防止  
○　管理区域及び取扱区域における特定個人情報等を取り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するために、物理的な安全管理措置を講ずる。また、電子媒体及び書類等の庁舎内の移動等において、紛失・盗難等に留意する。
ｃ　電子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止  
○　許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等の必要な措置を講ずる。また、記録機能を有する機器の情報システム端末等への接続の制限等の必要な措置を講ずる。
○　取扱規程等の手続に基づき、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ必要が生じた場合には、容易に個人番号が判明しないよう安全な方策を講ずる。
○　「持ち運ぶ」とは、特定個人情報等を管理区域又は取扱区域から外へ移動させること又は当該区域の外から当該区域へ移動させることをいい、庁舎内での移動等であっても、特定個人情報等の紛失・盗難等に留意する必要がある。
ｄ　個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄  
○　特定個人情報等が記録された電子媒体及び書類等について、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに復元不可能な手段で削除又は廃棄する。
○　個人番号若しくは特定個人情報ファイルを削除した場合、又は電子媒体等を廃棄した場合には、削除又は廃棄した記録を保存する。また、これらの作業を委託する場合には、委託先が確実に削除又は廃棄したことについて、証明書等により確認する。
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。
ｃ 不正アクセス等による被害の防止等  
○　情報システムを外部等からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護する仕組み等を導入し、適切に運用する。また、個人番号利用事務の実施に当たり接続する情報提供ネットワークシステム等の接続規程等が示す安全管理措置を遵守する。
○　個人番号利用事務において使用する情報システムについて、インターネットから独立する等の高いセキュリティ対策を踏まえたシステム構築や運用体制整備を行う。
ｄ 漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。



 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [ ] 内部監査 [ ○ ] 外部監査

 ９．従業者に対する教育・啓発

 従業者に対する教育・啓発
[ 十分に行っている ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 具体的な方法
・住基ネット関係職員(任用された派遣要員、会計年度任用職員等を含む。)に対して、初任時及び一定期間毎
に、必要な知識の習得に資するための研修を実施している。
・住基ネットの各責任者に対して、その管理に関する必要な知識や技術を習得させる研修を実施している。

 １０．その他のリスク対策

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

第４－２－⑵ 安全管理措置（抄）
○　個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置として、特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。


作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 



作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 


作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｄ　人的安全管理措置
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修
・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修
・　保護責任者に対する研修
・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修
・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。
ｃ　法令・内部規程違反等に対する厳正な対処  
○　法令又は内部規程等に違反した職員に対し、法令又は内部規程等に基づき厳正に対処する。




作成者
○　上記のほか、リスク対策として取り組んでいることがあれば記載してください。
○　また、Ⅲ１．から７．まででは特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおいて想定されるリスクを列記していましたが、これら以外のリスクを特定し、それらのリスクへの対策を実施している場合も、ここに記載してください。
○　組織的及び人的安全管理措置等の観点から、評価実施機関の組織体制や評価対象事務の特性を考慮し、取り組んでいることがあれば記載してください。
○　例えば、次のような内容を記載することが考えられます。
　・　特定個人情報の適切な取扱いについて、継続的な改善を実施するための仕組み
　・　評価対象の事務における事務責任者等の関与の仕組み
　・　評価を適切に実施するために整備している体制
　・　特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応




Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

４．送付先情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・対象者以外の情報の入手を防止するための措置
：本人確認情報の入手元は住民記録システムに限定されるため、住民記録システムへの情報の登録の際に、
届出／申請等の窓口において必要な者からのみ本人確認情報の提示を求め、必要な者以外の者の特定個人
情報を入手しないよう確認している。
・必要な情報以外を入手することを防止するための措置
：平成１４年６月１０日総務省告示第３３４号（第６－７　本人確認情報の通知及び記録）等により市町村コミュニ
ケーションサーバ（以下「市町村CS」という。）において住民記録システムを通じて入手することとされている情
報以外を入手できないことを、システム上で担保する。
：正当な利用目的以外の目的にデータベースが構成されることを防止するため、本人確認情報の検索を行う際
の検索条件として、少なくとも性別を除く２情報以上（氏名と住所の組み合わせ、氏名と生年月日の組み合わ
せ）の指定を必須とする。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・宛名管理システム等における措置
：市町村ＣＳと宛名管理システム間の接続は行わない。

・事務で使用するその他のシステムにおける措置
：庁内システムにおける市町村ＣＳへのアクセスは既存住民基本台帳システムに限定しており、また、住民記
録システムと市町村ＣＳ間では、法令に基づく事務で使用する以外の情報との紐付けは行わない。なお、市町
村ＣＳのサーバ上には住民基本台帳ネットワークシステムの管理及び運用に必要なソフトウェア以外作動させ
ず、また、市町村ＣＳが設置されたセグメントにある通信機器は入退室者を制限したサーバルーム内にあり、さ
らに、施錠を施したラック内に設置している。なお、ラックの鍵も厳重に入退室管理を施された別の部屋に管理
されている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞

1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法 生体認証による操作者認証を行う。

 その他の措置の内容

・従業者が事務外で使用するリスクへの措置
：システムの操作履歴(操作ログ)を記録する。
・特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
：システム上、管理権限を与えられた者以外、情報の複製は行えない。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■ （※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
○　番号法で限定的に明記された事務を処理する必要がなくなった場合で、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・　特定個人情報ファイルの名称   ・　行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・　特定個人情報ファイルの利用目的   ・　特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲   ・　特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修   ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。


作成者
○　上記を踏まえ、目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。評価実施機関としてこのリスクへの対策に特に積極的に取り組んでいる場合は、「特に力を入れている」を選択してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
１　安全管理措置の検討手順（抄） 
Ａ　個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化 
○　行政機関等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｂ　特定個人情報等の範囲の明確化 
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｃ　事務取扱担当者の明確化  
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければならない。
Ｄ・Ｅ　（略）

２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。


作成者
○　特定個人情報の入手において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
１　安全管理措置の検討手順（抄） 
Ａ　個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化 
○　行政機関等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｂ　特定個人情報等の範囲の明確化 
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にしておかなければならない。
Ｃ　事務取扱担当者の明確化  
○　行政機関等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければならない。
Ｄ・Ｅ　（略）

２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－１－⑴ 個人番号の利用制限（抄）
○　個人番号は、番号法があらかじめ限定的に定めた事務以外で利用することはできない。
○　行政機関等が個人番号を利用するのは、個人番号利用事務（番号法別表に掲げられている事務及び番号法第９条第２項に基づいて条例で規定した事務）、個人番号関係事務（職員等の社会保障及び税等に関する手続書類の作成事務）、番号法第19条第13号から第17号までに基づき特定個人情報の提供を受けた目的を達成するために必要な限度で利用する事務に限られる。
第４－１－⑵ 特定個人情報ファイルの作成の制限 
○　個人番号利用事務等を処理するために必要な場合、又は番号法第19条第13号から第17号までのいずれかに該当して特定個人情報を提供し、又はその提供を受けることができる場合を除き、特定個人情報ファイルを作成してはならない。
第４－３－⑷ 収集・保管制限
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
○　番号法で限定的に明記された事務を処理する必要がなくなった場合で、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又は削除しなければならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称
・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称
・特定個人情報ファイルの利用目的
・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修
・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修
・　保護責任者に対する研修
・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修
・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置 
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置 
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。



 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・画面ロック等を利用して、長時間にわたり本人確認情報を表示させない。
　・統合端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・本人確認情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめる。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に情報システム責任者の承認を得る。

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情報
ファイルの取扱いに関する規定

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 規定の内容

・組織体制　・秘密の保持　・目的外利用等の禁止　・複写及び複製の禁止
・個人情報等の受け渡し　・厳重な保管及び搬送　・委託業務を行う場所　・再委託の禁止　・派遣労働者等の
利用時の措置　・事故発生時の報告義務　・調査の実施　・個人情報等の変換又は廃棄　・契約解除　・事故時
の責任分担　・損害賠償　・事故時の公表　・その他

 再委託先による特定個人情報
ファイルの適切な取扱いの担保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 具体的な方法

 その他の措置の内容
・契約書等において、委託業務の範囲及び内容を明確にしている。
・業者選定の際、情報セキュリティ対策への取り組み状況及び体制を確認している。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしていない場合は「委託しない」を選択し、４．の以下の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－２－⑴ 委託の取扱い 
○　委託者（行政機関等）は、委託先において、番号法に基づき個人番号利用事務等を行う委託者が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられるよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。
※　委託者は、委託をする個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報の適切な安全管理が図られることを確認した上で再委託の諾否を判断しなければならない。また、委託先に対する監督義務だけではなく、再委託先に対しても間接的に監督義務を負うこととなる。
《必要かつ適切な監督》
①　委託先の適切な選定
②　委託先に安全管理措置を遵守させるための必要な委託契約の締結
（契約に盛り込む必要がある内容）
・秘密保持義務
・委託する業務の遂行に必要な範囲を超える事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止
・特定個人情報の目的外利用の禁止
・再委託における条件
・漏えい等事案が発生した場合の委託先の責任
・委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄
・特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
・従業者に対する監督・教育
・契約内容の遵守状況について報告を求める規定
・必要があると認めるときに実地調査を行うことができる規定等
③　委託先における特定個人情報の取扱状況の把握
○ 委託先が再委託する場合は、最初の委託者（行政機関等）の許諾を得た場合に限り、再委託をすることができます。再々委託以降も同様です。


作成者
○　委託先と締結する委託契約において、特定個人情報ファイルの取扱いに関して定めているかどうかを選択してください。また、定めている場合は、どのような規定を設けるか記載してください。
○　例えば、規定については、以下の内容が考えられます。
　・秘密保持義務
　・委託する業務の遂行に必要な範囲を超える事業所内からの特定個人情報の持ち出しの禁止
　・特定個人情報の目的外利用の禁止
　・再委託における条件
　・漏えい事案等が発生した場合の委託先の責任
　・委託契約終了後の特定個人情報の返却又は廃棄
　・特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
　・従業者に対する監督・教育、契約内容の遵守状況についての報告を行うこと
　・必要があると認めるときは、委託先に対して実地の監査、調査等を行うこと



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託している場合には、再委託先での適正な取扱いの確保のために行っている措置について記載してください。例えば、委託先における特定個人情報ファイルの管理状況を定期的に点検している場合は、実施頻度、点検方法（訪問確認、セルフチェック）、点検後の改善指示の実施有無、改善状況のモニタリングの実施有無等を記載してください。


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いを再委託している場合には、再委託先での適正な取扱いの確保のために行っている措置について記載してください。例えば、委託先における特定個人情報ファイルの管理状況を定期的に点検している場合は、実施頻度、点検方法（訪問確認、セルフチェック）、点検後の改善指示の実施有無、改善状況のモニタリングの実施有無等を記載してください。



作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。




 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 ルールの内容及びルー
ル遵守の確認方法

相手方（都道府県サーバ）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施しているため、認証できない相手先へ
の情報の提供はなされないことがシステム上担保される。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置
：相手方（個人番号カード管理システム）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施しているため、認証できない相手先への情報の提供はな
されないことがシステム上担保される。また、市町村にて媒体へ出力する必要がある場合には、別途出力の記録を残す。

・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置
：システム上、既存住基システムから入手した情報の内容に編集を加えず、適切に個人番号カード管理システムに提供することを担保する。

・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置：相手方（個人番号カード管理システム）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施するた
め、認証できない相手先への情報の提供はなされないことがシステム上担保される。

作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしていない場合は「委託しない」を選択し、４．の以下の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑵ 個人番号の提供の求めの制限、特定個人情報の提供制限 
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、個人番号の提供を求めてはならない。
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を提供してはならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称   ・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・特定個人情報ファイルの利用目的    ・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修    ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。




作成者
○　特定個人情報の提供・移転に関するルールを定めているかどうかを選択してください。
○　定めている場合は、どのようなルールを策定しているか、どのようにしてルール遵守を確認するかについて記載してください。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
Ｅ　物理的安全管理措置
ｃ　電子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止  
○　許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等の必要な措置を講ずる。また、記録機能を有する機器の情報システム端末等への接続の制限等の必要な措置を講ずる。
○　取扱規程等の手続に基づき、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ必要が生じた場合には、容易に個人番号が判明しないよう安全な方策を講ずる。
○　「持ち運ぶ」とは、特定個人情報等を管理区域又は取扱区域から外へ移動させること又は当該区域の外から当該区域へ移動させることをいい、庁舎内での移動等であっても、特定個人情報等の紛失・盗難等に留意する必要がある。
Ｆ　技術的安全管理措置
ｄ　漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。




 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・周
知

[ 十分に行っている ]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関す
る重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞

1） 発生あり 2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

作成者
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた利用特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を記載するための項目です。
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の記載に必要な情報を踏まえて、記載してください。
○　特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を選択し、リスク１の記載は不要です。また、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択し、リスク２の記載は不要です。


作成者
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた利用特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を記載するための項目です。
○　情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の記載に必要な情報を踏まえて、記載してください。
○　特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を選択し、リスク１の記載は不要です。また、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択し、リスク２の記載は不要です。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑶ 情報提供ネットワークシステムによる利用特定個人情報の提供 
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、利用特定個人情報を提供してはならない。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置
ｂ 取扱規程等に基づく運用  
○　取扱規程等に基づく運用を行うとともに、その状況を確認するため、特定個人情報等の利用状況等を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等するための体制を整備する。記録については、改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずるとともに、分析等を行う。
ｃ 取扱状況を確認する手段の整備 
○　特定個人情報ファイルの取扱状況を確認するため、次に掲げる項目を含めて記録する。なお、取扱状況を確認するための記録等には、特定個人情報等は記載しない。
・特定個人情報ファイルの名称   ・行政機関等の名称及び特定個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称   ・特定個人情報ファイルの利用目的   ・特定個人情報ファイルに記録される項目及び本人として特定個人情報ファイルに記録される個人の範囲
・特定個人情報ファイルに記録される特定個人情報等の収集方法
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。
Ｄ　人的安全管理措置 
ａ　事務取扱担当者の監督  
○　総括責任者及び保護責任者は、特定個人情報等が取扱規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を行う。
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修   ・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修   ・　保護責任者に対する研修   ・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修   ・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。

Ｆ　技術的安全管理措置
ｄ 漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステムを通じて利用特定個人情報を入手する際に、目的外の入手が行われないために講じている措置を記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限（抄）
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
第４－３－⑸ 本人確認 
○　番号法、番号法施行令、番号法施行規則及び個人番号利用事務実施者（番号法第９条第３項の規定により情報提供用個人識別符号を利用する者を除く。）が認める方法に従い、適切に本人確認を行う。
※　具体的な本人確認の方法については、マイナンバーガイドラインを参照。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステムを通じて提供する際に、利用特定個人情報の不正な提供が行われるリスクを軽減するために講じている措置を記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
第４－３－⑷ 収集・保管制限（抄）
○　番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報を収集又は保管してはならない。
第４－３－⑸ 本人確認 
○　番号法、番号法施行令、番号法施行規則及び個人番号利用事務実施者（番号法第９条第３項の規定により情報提供用個人識別符号を利用する者を除く。）が認める方法に従い、適切に本人確認を行う。
※　具体的な本人確認の方法については、マイナンバーガイドラインを参照。
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。

作成者
○　情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うリスクについて、上記のリスク１及び２以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。
○　リスク１及び２についての「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

第４－２－⑵ 安全管理措置
○　個人番号利用事務等実施者は、個人番号（生存する個人のものだけでなく死者のものも含む。）の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。また、行政機関等は、保有個人情報である特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報である特定個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
○　個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置として、特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。



作成者
○　特定個人情報に関する事故発生時の対応手順を策定して職員に周知しているかどうか選択してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知



作成者
○　過去３年以内に、評価実施機関において（※評価対象の事務に限らないことに御注意ください。）、個人情報（※特定個人情報に限らないことに御注意ください。）に関する重大事故が発生したかどうかを選択してください。３年以上前に発生した重大事故であっても、過去３年以内に評価実施機関がその発生を知った場合は、発生したことになります。
○　ここでいう「個人情報に関する重大事故」については、指針第２の６及び７を参照してください。
【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知

作成者
○　過去３年以内に発生した全ての重大事故の内容、原因、影響（影響を受けた人数等）、重大事故発生時の対応などを記載してください。【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知

作成者
○　重大事故を受けて策定・実施した再発防止策の内容について具体的に記載してください。【この項目の変更は、重要な変更には該当しません。】

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｄ　漏えい等事案に対応する体制等の整備  
○　漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対応するための体制及び手順等を整備する。
○　漏えい等の事案が発生した場合、二次被害の防止、類似事案の発生防止等の観点から、事案に応じて、事実関係及び再発防止策等を早急に公表することが重要である。
（別添２）特定個人情報の漏えい等に関する報告等（行政機関等編）
２　漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置
○　特定個人情報を取り扱う行政機関等は、漏えい等又はそのおそれのある事案その他の番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案（以下「漏えい等事案」という。）が発覚した場合は、漏えい等事案の内容等に応じて、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
・　組織内における報告及び被害の拡大防止
・　事実関係の調査及び原因の究明
・　影響範囲の特定
・　再発防止策の検討及び実施
・　委員会への報告及び本人への通知



 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [ ] 内部監査 [ ○ ] 外部監査

 ９．従業者に対する教育・啓発

 従業者に対する教育・啓発
[ 十分に行っている ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 具体的な方法
・住基ネット関係職員(会計年度任用職員等を含む。)に対して、初任時及び一定期間毎に、必要な知識の習得
に資するための研修を実施している。
・住基ネットの各責任者に対して、その管理に関する必要な知識や技術を習得させる研修を実施している。

 １０．その他のリスク対策

作成者
○　特定個人情報の保管・消去において、上記のリスク以外に認識しているリスク及びそれらのリスクへの対策を記載してください。例えば、特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスクや消去されずいつまでも存在するリスクが考えられます。
○　上記「リスクへの対策は十分か」の質問において「課題が残されている」を選択した場合は、今後の取組の概要、予定等、補足する事項があれば記載してください。

■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｅ　物理的安全管理措置
ａ　特定個人情報等を取り扱う区域の管理  
○　特定個人情報ファイルを取り扱う情報システム（サーバ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。管理区域において、入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器等の制限等の措置を講ずる。
○　特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）について、事務取扱担当者等以外の者が特定個人情報等を容易に閲覧等できないよう留意する必要がある。
○　基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下「情報システム室等」という。）を区分して管理する場合は、情報システム室等について、次の①及び②に掲げる措置を講ずる。
①　入退室管理
　　　情報システム室等に入室する権限を有する者を定めるとともに、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化、部外者が入室する場合の職員の立会い等の措置を講ずる。
②　情報システム室等の管理
　　　外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報装置、監視設備の設置等の措置を講ずる。
ｂ　機器及び電子媒体等の盗難等の防止  
○　管理区域及び取扱区域における特定個人情報等を取り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するために、物理的な安全管理措置を講ずる。また、電子媒体及び書類等の庁舎内の移動等において、紛失・盗難等に留意する。
ｃ　電子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止  
○　許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等の必要な措置を講ずる。また、記録機能を有する機器の情報システム端末等への接続の制限等の必要な措置を講ずる。
○　取扱規程等の手続に基づき、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ必要が生じた場合には、容易に個人番号が判明しないよう安全な方策を講ずる。
○　「持ち運ぶ」とは、特定個人情報等を管理区域又は取扱区域から外へ移動させること又は当該区域の外から当該区域へ移動させることをいい、庁舎内での移動等であっても、特定個人情報等の紛失・盗難等に留意する必要がある。
ｄ　個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄  
○　特定個人情報等が記録された電子媒体及び書類等について、文書管理に関する規程等によって定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに復元不可能な手段で削除又は廃棄する。
○　個人番号若しくは特定個人情報ファイルを削除した場合、又は電子媒体等を廃棄した場合には、削除又は廃棄した記録を保存する。また、これらの作業を委託する場合には、委託先が確実に削除又は廃棄したことについて、証明書等により確認する。
Ｆ　技術的安全管理措置
ａ　 アクセス制御  
○　情報システムを使用して個人番号利用事務等を行う場合、事務取扱担当者及び当該事務で取り扱う特定個人情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセス制御を行う。
ｂ　 アクセス者の識別と認証 
○　特定個人情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。
ｃ 不正アクセス等による被害の防止等  
○　情報システムを外部等からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護する仕組み等を導入し、適切に運用する。また、個人番号利用事務の実施に当たり接続する情報提供ネットワークシステム等の接続規程等が示す安全管理措置を遵守する。
○　個人番号利用事務において使用する情報システムについて、インターネットから独立する等の高いセキュリティ対策を踏まえたシステム構築や運用体制整備を行う。
ｄ 漏えい等の防止  
○　特定個人情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通信経路における漏えい等を防止するための措置を講ずる。
○　特定個人情報ファイルを機器又は電子媒体等に保存する必要がある場合、原則として、暗号化又はパスワードにより秘匿する。

作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）

第４－２－⑵ 安全管理措置（抄）
○　個人のプライバシー等の権利利益に影響を与え得る特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するための措置として、特定個人情報保護評価書に記載した全ての措置を講ずるものとする。

（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｃ　組織的安全管理措置 
ｅ　取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し  
○　監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時に監査（外部監査及び他部署等による点検を含む。）を行い、その結果を総括責任者に報告する。
○　総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、取扱規程等の見直し等の措置を講ずる。


作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 



作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 


作成者
○　評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。 


作成者
■ マイナンバーガイドラインの主な参照箇所及び概要 ■
（※主に入門編の内容を記載しているため、詳しくはマイナンバーガイドライン本体を参照してください。）
（別添１）特定個人情報に関する安全管理措置
２　講ずべき安全管理措置の内容
Ｄ　人的安全管理措置
ｂ　事務取扱担当者等の教育  
○　保護責任者は、部署内の事務取扱担当者等に特定個人情報の保護に関する必要な教育研修を行う。
・　事務取扱担当者への教育研修
・　情報システムの管理に関する事務に従事する職員への教育研修
・　保護責任者に対する研修
・　特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者への研修
・　サイバーセキュリティに関する研修（具体的内容については、マイナンバーガイドラインを参照すること。）
※　教育研修については、教育研修への参加の機会を付与するとともに、研修未受講者に対して再受講の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。
ｃ　法令・内部規程違反等に対する厳正な対処  
○　法令又は内部規程等に違反した職員に対し、法令又は内部規程等に基づき厳正に対処する。




作成者
○　上記のほか、リスク対策として取り組んでいることがあれば記載してください。
○　また、Ⅲ１．から７．まででは特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおいて想定されるリスクを列記していましたが、これら以外のリスクを特定し、それらのリスクへの対策を実施している場合も、ここに記載してください。
○　組織的及び人的安全管理措置等の観点から、評価実施機関の組織体制や評価対象事務の特性を考慮し、取り組んでいることがあれば記載してください。
○　例えば、次のような内容を記載することが考えられます。
　・　特定個人情報の適切な取扱いについて、継続的な改善を実施するための仕組み
　・　評価対象の事務における事務責任者等の関与の仕組み
　・　評価を適切に実施するために整備している体制
　・　特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応




Ⅳ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
高山市市民福祉部市民課
〒506-8555　高山市花岡町2丁目18番地
　電話：0577-32-3333

 ②請求方法 指定様式による書面の提出により開示・訂正・利用停止請求を受け付ける。

 ③法令による特別の手続

 ④個人情報ファイル簿への不
記載等

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ①連絡先
高山市市民福祉部市民課
〒506-8555　高山市花岡町2丁目18番地
　電話：0577-32-3333

 ②対応方法 問合せの受付時に受付票を起票し、対応について記録を残す。

作成者
○　特定個人情報に関する開示・訂正・利用停止請求を受理する部署の名称、住所、電話番号等を記載してください。【☆行政機関にとっては組織の名称及び所在地は事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第９号）。】



作成者
○　特定個人情報で請求方法が異なる場合は、分かりやすく分けて記載してください。また、開示・訂正・利用停止請求について、本人が利用しやすいような措置を講じており、特記して一般に向けて積極的に情報提供したいものがある場合は、記載してください（請求方法の容易化、手数料の減免など）。


作成者
○　行政機関、独立行政法人等及び地方公共団体等については、訂正・利用停止請求について、番号法、個人情報保護法以外の法令により、特別の手続がある場合はその旨を個人情報ファイル簿に記載するものとされています（個人情報保護法第75条第１項、同法第74条第１項第10号）。このような場合は、行政機関は、法令名及び条項とともに、当該特別の手続の概要を記載してください。【☆行政機関にとっては法令名及び条項は事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第10号・第11号・施行令第20条第２号）。】



作成者
○　行政機関については、個人情報保護法第74条第１項第８号に該当する事項（すなわち個人情報保護法第75条第３項の規定に基づき記録項目の一部若しくは第74条第１項第５号若しくは第７号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載しないこととするとき又は個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載しないこととするとき）があれば、記載してください。【☆行政機関にとっては事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第８号）。】


作成者
○　特定個人情報ファイルの取扱いに関して問合せをする際の連絡先の部署の名称、住所、電話番号等を記載してください。



作成者
○　問合せへの対応について、規程や運用ルール、マニュアルを作成している場合は、その内容（問合せ対応のための体制、受付方法、対応方法、再発防止対策など）の概要を記載してください。





Ⅴ　評価実施手続
 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和7年3月3日

 ②しきい値判断結果

[ 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる ]

＜選択肢＞
1） 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
2） 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に重点項目評価を実施）
3） 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に重点項目評価を実施）

 ２．国民・住民等からの意見の聴取　【任意】

 ①方法 実施しない

 ②実施日・期間 実施しない

 ③主な意見の内容 実施しない

 ３．第三者点検　【任意】

 ①実施日 実施しない

 ②方法 実施しない

 ③結果 実施しない

作成者
○　この重点項目評価書の評価対象の事務について、基礎項目評価を実施した日を記載してください。
○　基礎項目評価の実施日とは、基礎項目評価を実施・再実施（評価書の修正は含みません。）し、基礎項目評価書の委員会への提出のために評価実施機関内の決裁を了した日です。


作成者
○　基礎項目評価書に含まれるしきい値判断の結果を選択してください。


作成者
○　重点項目評価書案を作成した評価実施機関は、これを公示し、広く国民・住民等の意見を求めることができます。
○　意見聴取を実施した場合は、採用した意見聴取の方法を記載してください。



作成者
○　意見聴取を実施した場合は、実施した日及び期間について記載してください。



作成者
○　意見聴取を実施した場合は、得られた主な意見の概要とともに、それらの意見にどのように対応したかを記載してください。


作成者
○　重点項目評価書案を作成した評価実施機関は、第三者点検を受けることができます。
○　第三者点検を受けた場合は、実施した日を記載してください。複数回に分けて実施した場合は実施した期間等の形で記載することができます。


作成者
○　第三者点検を受けた場合は、採用した方法について記載してください。



作成者
○　第三者点検を受けた場合は、第三者点検により指摘を受けた事項、それらを踏まえた評価書の修正等の対応について記載してください。




（別添２）変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成27年11月16日
Ⅰ－２　システム１
　③他のシステムとの接続

その他（中間サーバ）
その他（宛名管理システム、コンビニ交付システム
、中間サーバ）

事後
「宛名管理システム、コンビニ交
付システム」に既に接続してい
る

平成27年11月16日

Ⅰ－２　システム３
　①システムの名称
　②システムの機能
　③他のシステムとの接続

（記載なし）

①システムの名称　　宛名管理システム
②システムの機能
　１．宛名情報管理機能
　 ２．送付先管理機能
　 ３．同定管理機能
　 ４．個人番号対応付番管理機能
③他のシステムとの接続

事後

「特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム」で既に「宛名管理システム
」と接続している

平成27年11月16日

Ⅰ－２　システム６
　①システムの名称
　③他のシステムとの接続

③既存住基システム ③その他（中間サーバ、宛名管理システム） 事後
「中間サーバ、宛名管理サーバ
」に接続している

平成27年11月16日
Ⅰ－３　特定個人情報ファイル
名

住民基本台帳ファイル
本人確認情報ファイル
送付先情報ファイル

住民基本台帳ファイル
宛名ファイル
本人確認情報ファイル
送付先情報ファイル

事後
「宛名ファイル」を既に取り扱っ
ている

平成27年11月16日
Ⅰ－３　特定個人情報ファイル
名

住民基本台帳ファイル
本人確認情報ファイル
送付先情報ファイル

住民基本台帳ファイル
宛名ファイル
本人確認情報ファイル
送付先情報ファイル

事後
「宛名ファイル」を既に取り扱っ
ている

平成27年11月16日

Ⅱ－４　委託事項２
　①委託内容
　②委託先のおける取扱者数
　③委託先名

（記載なし）

①委託内容　　コンビニ交付システムの運用管理
②委託先のおける取扱者数　　10人以上50人未
満
③委託先名　　地方公共団体情報システム機構

事後
コンビニ交付システムの委託を
している

平成27年11月16日
Ⅱ－５　移転先１
　⑥移転方法

庁内連携システム
庁内連携システム
総合行政情報システム

事後
「総合行政情報システム」に移
転している

平成27年11月16日 Ⅱ　２．宛名ファイル （記載なし）
特定個人情報ファイル「宛名ファイル」の概要を全
記載

事後
宛名ファイルの取扱いをしてい
る

平成27年11月16日

Ⅱ　3.本人確認情報ファイル
④記録される項目［主な記録項
目］

個人番号
その他識別情報（内部番号）
４情報（氏名、性別、生年月日、住所）
その他住民票関係情報

個人番号
４情報（氏名、性別、生年月日、住所）
その他住民票関係情報

事後
その他識別情報（内部番号）は
記録しない

平成27年11月16日
Ⅲ－1　特定個人情報ファイル
名

住民基本台帳ファイル
住民基本台帳ファイル
宛名ファイル

事後
宛名ファイルの取扱いをしてい
る

作成者
○　原則として、記載を変更した評価書の公表日を記載してください。
○　委員会への提出・公表が、変更前である場合は、変更の予定年月日を記載してください。【☆行政機関にとって、事前通知事項に関する変更の予定年月日は事前通知事項です（個人情報保護法第74条第１項第11号・施行令第20条第１項第２号）。】


作成者
○　記載を変更した又は変更する予定の項目の名称を記載してください。


作成者
○　変更前の記載内容を記載してください。



作成者
○　変更後の記載内容を記載してください。


作成者
○　委員会に提出・公表する時期が、変更前である場合は「事前」と、変更後である場合は「事後」と記載してください。


作成者
○　提出時期が事前の場合は、①重要な変更、②事前通知事項（行政機関のみ）又は③事後で足りるものの任意に事前に提出のうち、いずれの理由により事前に提出・公表するかを記載してください。
○　事後の場合は、①重要な変更に当たらない旨とその理由（誤字脱字の修正、リスクを明らかに軽減させる変更である等）、②事前通知事項に当たらない旨（行政機関のみ）又は③その他の項目の変更であり事前の提出・公表が義務付けられない旨のいずれかを記載してください。





平成27年11月16日

Ⅲ　3.本人確認情報ファイル
５．特定個人情報の提供・移転
におけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

（記載なし）

・不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへ
の措置 ：相手方（都道府県サーバ）と市町村ＣＳの
間の通信では相互認証を実施しているため、認証
できない相手先への情報の提供はなされ ないこと
がシステム上担保される。また、媒体へ出力する
必要がある場合には、別途出力の記録を残す。
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措
置 ：システム上、照会元から指定された検索条件
に基づき得た結果を適切に提供・移転することを
担保する。 　また、本人確認情報に変更が生じた
際には、市町村ＣＳへの登録時点で項目のフォー
マットチェックや論理チェック（例えば、現存する 住
民に対して転入を異動事由とする更新が行われよ
うとした場合や、転居を異動事由とする更新の際
に住所以外の更新が行われよう とした場合に当
該処理をエラーとする）がなされた情報を通知する
ことをシステム上で担保する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措
置 ：相手方（都道府県サーバ）と市町村ＣＳの間の
通信では相互認証を実施するため、認証できない
相手先への情報の提供はなされないことがシステ
ム上担保される。

事後
リスクに対する措置を講じてい
る

平成27年11月16日
Ⅲ　3.本人確認情報ファイル
５．監査

外部監査 自己点検 事後 自己点検を実施

平成29年2月20日

Ⅰ５　情報ネットワークシステム
による情報連携　
②法令上の根拠

(番号法別表第二における情報提供の根拠）
　・７４、８５の２を追加
（番号法別表第二の主務省令における情報提供
の根拠）
　・第１５条を削除
　・第２２条の２、第２６条の３、第４３条の３、第４９
条の２を追加

事後
番号法及び別表第二の主務省
令の一部改正等に伴う規定の
整備による。

平成29年2月20日

Ⅱ１．住民基本台帳ファイル
２　基本情報
⑤保有開始日　

平成２７年７月予定 平成２７年７月１日 事後 保有開始日の記載。

平成29年2月20日

Ⅱ１．１住民基本台帳ファイル
４　特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１

総合行政情報システムの賃貸借 総合行政情報システムの運用保守委託 事後 委託業務名の修正。

平成29年2月20日

Ⅱ１．１住民基本台帳ファイル
４　特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２

コンビニ交付システムの賃貸借 コンビニ交付システムの運用保守委託 事後 委託業務名の修正。



平成29年2月20日

Ⅱ１．１住民基本台帳ファイル
５　特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[○]提供を行っている（５７件）
[○]移転を行っている（２３件）

[○]提供を行っている（５７件）
[○]提供を行っている（２３件）

事後
番号法及び別表第二の主務省
令の一部改正等に伴う規定に
よる。

平成29年2月20日

Ⅱ１．２宛名ファイル
２　基本情報
⑤保有開始日　

平成２７年７月予定 平成２７年７月１日 事後 保有開始日の記載。

平成29年2月20日

Ⅱ１．２宛名ファイル
４　特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１

総合行政情報システムの賃貸借 総合行政情報システムの運用保守委託 事後 委託業務名の修正。

平成29年2月20日

Ⅱ１．３本人確認情報ファイル
２　基本情報
⑤保有開始日　

平成２７年７月予定 平成２７年７月１日 事後 保有開始日の記載。

平成29年2月20日

Ⅱ１．３送付先情報ファイル
２　基本情報
⑤保有開始日　

平成２７年１０月予定 平成２７年１０月５日 事後 保有開始日の記載。

平成29年2月20日

Ⅳ１．特定個人情報の開示・訂
正・利用停止請求
①請求先

高山市市民保健部市民課住民グループ 高山市市民保健部市民課 事後 名称変更による修正。

平成29年2月20日

Ⅳ２．特定個人情報ファイルの
取扱いに関する問合せ
①連絡先

高山市市民保健部市民課住民グループ 高山市市民保健部市民課 事後 名称変更による修正。

平成29年2月20日
別紙１　番号法第１９条第７号別
表２に定める事務

項番７４、８５の２を追加 事後
番号法及び別表第二の主務省
令の一部改正等に伴う規定の
整備による。

平成29年2月20日
別紙２　番号法第９条第１号別
表１に定める事務

項番１５、３７、４６、４７を追加
項番２７、３６－２、４４を削除

事後
個人番号の保護評価書見直し
による修正。

平成30年1月5日

Ⅱ１．１住民基本台帳ファイル
５　特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[○]提供を行っている（５７件）
[○]移転を行っている（２３件）

[○]提供を行っている（５６件）
[○]移転を行っている（２２件）

事後

根拠となる主務省令にあわせて
修正記載するという形式的な変
更であり、重要な変更には該当
しない。



平成30年1月5日

Ⅲ１．１住民基本台帳ファイル
　　　 ２宛名ファイル
８　監査　実施の有無

［○］外部監査を追加 事後
当初の記載漏れ修正のため、
重要な変更には該当しない。

平成30年1月5日
Ⅲ１．３本人確認情報ファイル
８　監査　実施の有無

［○］外部監査を追加 事後
当初の記載漏れ修正のため、
重要な変更には該当しない。

平成30年1月5日
Ⅲ１．４送付先情報ファイル
８　監査　実施の有無

［○］外部監査を追加 事後
当初の記載漏れ修正のため、
重要な変更には該当しない。

平成31年1月8日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
・項番１１９を追加
・項番１１７、１２０を削除

事後
当初の記載漏れ修正のため、
重要な変更には該当しない。

平成31年1月8日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二の主務省令における情報提供
の根拠）
・第２２条の２を削除
・第２２条の３、第２２条の４、第２４条の２、第２４条
の３、第３１条の２、第３１条の３を追加

事後
当初の記載漏れ修正のため、
重要な変更には該当しない。

平成31年1月8日

Ⅰ基本情報
６．評価実施機関における担当
部署
②所属長の役職名

高山市　市民保健部　市民課長　田中一美 高山市　市民保健部　市民課長 事後 H31.1.1様式改正によるもの。

令和2年1月28日

Ⅰ基本情報
４．個人番号の利用
法令上の根拠

・第１２条の１（本人等の請求に係る住民票の写し
等の交付）

・第１２条（本人等の請求に係る住民票の写し等の
交付）

事後
見直しによる追記であり、重要
な変更には該当しない。

令和2年1月28日

Ⅰ基本情報
４．個人番号の利用
法令上の根拠

・第１２条の４（本人等の請求に係る住民票の写し
等の交付の特例）を追加
・第２２条（転入届）を追加

事後
見直しによる追記であり、重要
な変更には該当しない。

令和2年1月28日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

(番号法別表第二における情報提供の根拠）
・９７、１１７、１２０を追加
・１１９を削除

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和2年1月28日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二の主務省令における情報提供
の根拠）
・第４９条を追加

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和2年1月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（別添１）特定個人情報ファイル
記録項目
１．住民基本台帳ファイル

470:旧氏かな,471:旧氏漢字を追加 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。



令和2年1月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（別添１）特定個人情報ファイル
記録項目
３．本人確認情報ファイル

３７．旧氏有無、３８．旧氏漢字、３９．旧氏かなを
追加

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和2年1月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（別添１）特定個人情報ファイル
記録項目
４．送付先情報ファイル

６２．ローマ字更新フラグ、６３．ローマ字氏名を追
加

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務
②事務の内容

 なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カード
の交付」に係る事務については、行政手続きにお
ける特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律の規定による通知カード及び個人番
号カード並びに情報提供ネットワークシステムによ
る特定個人情報の提供に関する省令（平成26年
11月20日総務省令第85号）第35条（通知カード、
個人番号カード関連事務の委任）により機構に対
する事務の一部の委任が認められている。そのた
め、当該事務においては、事務を委任する機構に
対する情報の提供を含めて特定個人情報ファイル
を使用する。

 なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カード
の交付」に係る事務については、行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律に規定する個人番号、個人番号カード
、特定個人情報の提供等に関する省令（平成26年
11月20日総務省令第85号）第35条（個人番号通
知書、個人番号カード関連事務の委任）により機
構に対する事務の一部の委任が認められている。
そのため、当該事務においては、事務を委任する
機構に対する情報の提供を含めて特定個人情報
ファイルを使用する。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
②システムの機能

７．送付先情報通知
：個人番号の通知に係る事務の委任先である機構
において、住民に対して番号通知書類(通知カード
、個人番号カード交付申請書（以下「交付申請書」
という。）等)を送付するため、既存住基システムか
ら当該市町村の住民基本台帳に記載されている
者の送付先情報を抽出し、当該情報を、機構が設
置・管理する個人番号カード管理システムに通知
する。

７．送付先情報通知
：個人番号の通知に係る事務の委任先である機構
において、住民に対して番号通知書類(個人番号
通知書、個人番号カード交付申請書（以下「交付
申請書」という。）等)を送付するため、既存住基シ
ステムから当該市町村の住民基本台帳に記載さ
れている者の送付先情報を抽出し、当該情報を、
機構が設置・管理する個人番号カード管理システ
ムに通知する。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅰ基本情報
２．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
・１０７を追加

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅰ基本情報
２．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

（番号法別表第二の主務省令における情報提供
の根拠）
・第５１条を削除
・第５４条を追加

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。



令和3年3月24日

Ⅱ１．１住民基本台帳ファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

Ⅱ　個人番号の指定及び通知に関する事務
・　地方公共団体情報システム機構から通知され
た個人番号とすべき番号を個人番号として指定し
、通知カードにより通知を行う。
・　個人番号の変更に際して、従前の個人番号に
代えて新たな個人番号を指定し、通知カードにより
通知を行う。

Ⅱ　個人番号の指定及び通知に関する事務
・　地方公共団体情報システム機構から通知され
た個人番号とすべき番号を個人番号として指定し
、個人番号通知書により通知を行う。
・　個人番号の変更に際して、従前の個人番号に
代えて新たな個人番号を指定し、個人番号通知書
により通知を行う。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
　

番号法第７条第１項（指定及び通知）に基づき、通
知カードを個人番号の付番対象者全員に送付す
る必要がある。
　また、同法第１７条第１項（個人番号カードの交
付等）により、個人番号カードは通知カードと引き
換えに交付することとされていることから、合わせ
て、交付申請書を通知カード送付者全員に送付す
る必要がある。
　市町村は、通知カード及び個人番号カード省令
第３５条（通知カード、個人番号カード関連事務の
委任）に基づき、これらの事務の実施を機構に委
任する。

番号法第７条第１項（指定及び通知）に基づき、個
人番号通知書を個人番号の付番対象者全員に送
付する必要がある。
　また、同法第１７条第１項（個人番号カードの交
付等）により、個人番号カードは通知カードと引き
換えに交付することとされていることから、合わせ
て、交付申請書を個人番号通知書の送付者全員
に送付する必要がある。
　市町村は、個人番号カード省令第３５条（個人番
号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に基
づき、これらの事務の実施を機構に委任する。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
２．基本情報
④記録される項目
　

その他（通知カード及び交付申請書の送付先の情
報）

その他（個人番号通知書及び交付申請書の送付
先の情報）

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
２．基本情報
④記録される項目
　

・その他（通知カード及び交付申請書の送付先の
情報）
：機構に対し、通知カード及び個人番号カード省令
第３５条（通知カード、個人番号カード関連事務の
委任）に基づき通知カード及び交付申請書の印刷
、送付並びに個人番号カードの発行を委任するた
めに、個人番号カードの券面記載事項のほか、通
知カード及び交付申請書の送付先に係る情報を
記録する必要がある。

・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送付
先の情報）
：機構に対し、個人番号カード省令第３５条（個人
番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に
基づき個人番号通知書及び交付申請書の印刷、
送付並びに個人番号カードの発行を委任するため
に、個人番号カードの券面記載事項のほか、個人
番号通知書及び交付申請書の送付先に係る情報
を記録する必要がある。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
３．特定個人情報の入手・使用
③使用目的
　

通知カード及び個人番号カード省令第３５条（通知
カード、個人番号カード関連事務の委任）に基づく
委任を受けて通知カード及び交付申請書の印刷、
送付並びに個人番号カードの発行を行う機構に対
し、通知カード及び交付申請書の送付先情報を提
供するため。

個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個
人番号カード関連事務の委任）に基づく委任を受
けて個人番号通知書及び交付申請書の印刷、送
付並びに個人番号カードの発行を行う機構に対し
、個人番号通知書及び交付申請書の送付先情報
を提供するため。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。



令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法
　

・住民記録システムより個人番号の通知対象者の
情報を抽出し、通知カード及び交付申請書等の印
刷及び送付に係る事務を通知カード及び個人番
号カード省令第３５条（通知カード、個人番号カード
関連事務の委任）に基づいて委任する機構に対し
提供する（住民記録システム→市町村ＣＳ又は電
子記録媒体→個人番号カード管理システム（機
構））。

・住民記録システムより個人番号の通知対象者の
情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申請書
等の印刷及び送付に係る事務を個人番号カード
省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関
連事務の委任）に基づいて委任する機構に対し提
供する（住民記録システム→市町村ＣＳ又は電子
記録媒体→個人番号カード管理システム（機構））
。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く）
①法令上の根拠
　

通知カード及び個人番号カード省令第３５条（通知
カード、個人番号カード関連事務の委任）

個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個
人番号カード関連事務の委任）

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く）
②提供先における用途
　

市町村からの通知カード及び個人番号カード省令
第３５条（通知カード、個人番号カード関連事務の
委任）に基づく委任を受け、通知カード及び交付申
請書を印刷し、送付する。

市町村からの個人番号カード省令第３５条（個人
番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に
基づく委任を受け、個人番号通知書及び交付申請
書を印刷し、送付する。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅱ１．4送付先情報ファイル
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く）
⑦時期・頻度
　

使用開始日から通知カード送付までの一定の期
間に、番号法施行日時点における住民の送付先
情報をまとめて提供する（以降、新たに個人番号
の通知対象者が生じた都度提供する）。

使用開始日から個人番号通知書送付までの一定
の期間に、番号法施行日時点における住民の送
付先情報をまとめて提供する（以降、新たに個人
番号の通知対象者が生じた都度提供する）。

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和3年3月24日

Ⅲ１．３．本人確認情報ファイル
９．従業者に対する教育・啓発
具体的な方法
　

住基ネット関係職員(任用された派遣要員、非常勤
職員、臨時職員等を含む。)

住基ネット関係職員(任用された派遣要員、会計年
度任用職員等を含む。)

事後
名称変更による修正であり、重
要な変更には該当しない。

令和3年3月24日

Ⅲ１．４．送付先情報ファイル
９．従業者に対する教育・啓発
具体的な方法
　

住基ネット関係職員(非常勤職員、臨時職員等を
含む。)

住基ネット関係職員(会計年度任用職員等を含む
。)

事後
名称変更による修正であり、重
要な変更には該当しない。

令和4年2月4日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法１９条第７号 番号法１９条第８号 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。



令和4年2月4日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

・番号法１９条第７号

：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が含
まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２
０、２１、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９
、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、
６６、６７、７０，７４、７７、８０、８４、８５の２、８９、９
１、９２、９４、９６、９７、１０１、１０２、１０３，１０５、１
０６、１０７、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１６、
１１７、１２０の項）

：「住民票関係情報」が含まれる条項（第１条、第２
条、第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第２０
条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条
、第２４条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、
第２６条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１
条の２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３７条
、第３８条、第３９条、第４０条、第４１条、第４３条、
第４３条の３、第４３条の４、第４４条の２、第４５条
、第４７条、第４８条、第４９条の２、第４９条、第５０
条、第５３条、第５４条、第５５条、第５６条、第５７
条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の３）

・番号法１９条第８号

：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が含
まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２
０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０
、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６６、
６７、７０，７４、７７、８０、８４、８５の２、８９、９１、９
２、９４、９６、９７、１０１、１０２、１０３，１０５、１０６、
１０７、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１６、１１７
、１２０の項）

：「住民票関係情報」が含まれる条項（第１条、第２
条、第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第２０
条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条
、第２４条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、
第２６条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１
条の２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３７条
、第３８条、第３９条、第４０条、第４１条、第４３条、
第４３条の３、第４３条の４、第４４条の３、第４５条
、第４７条、第４８条、第４９条の２、第４９条、第５３
条、第５４条、第５５条、第５６条、第５７条、第５８
条、第５９条、第５９条の２の２、第５９条の２の３、
第５９条の３）

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和4年2月4日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１

番号法第１９条第７号 番号法１９条第８号 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和4年2月4日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号 番号法１９条第８号 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和4年2月4日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
②提出先における用途

番号法第１９条第７号 番号法１９条第８号 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和4年2月4日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

番号法第１９条第７号 番号法１９条第８号 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。



令和4年2月4日

Ⅲリスク対策
５．特定個人情報の提供・移転
（委託や情報提供ネットワーク
巣ステムを通じた提供を除く。）
ルールの内容及びルール遵守
の確認方法

番号法第１９条第７号 番号法１９条第８号 事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和5年3月30日
Ⅰ－１
②事務の内容

⑩個人番号カード等を用いた本人確認

⑩個人番号カード等を用いた本人確認
※申請・届出等は窓口、郵送及びマイナポータル・
ぴったりサービス（サービス検索・電子申請機能）
で受領する。

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム１
③ほかのシステムとの接続

宛名管理システム、コンビニ交付システム、中間
サーバー

宛名管理システム、コンビニ交付システム、中間
サーバー、申請管理システム

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム２
②システムの機能

３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
転入の届出を受け付けた際に、あわせて個人番
号カードが提示された場合、当該個人番号カード
を用いて転入処理を行う。

３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
：個人番号カードの交付を受けている者等の転入
が予定される場合に、転出証明書情報をCSを通じ
て受け取り、その者に係る転入の届出を受け付け
た際に、個人番号カードを用いて転入処理を行う
（一定期間経過後も転入の届出が行われない場
合は、受け取った転出証明書情報を消去する。）。

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム７
①システムの名称

記載なし
マイナポータル・ぴったりサービス（サービス検索・
電子申請機能）

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム７
②システムの機能

記載なし

１．住民向け機能
自らが受けることができるサービスをオンラインで
検索及び申請ができる機能。
２．地方公共団体向け機能
住民が電子申請を行った際の申請データ取得画
面又は機能を、地方公共団体に公開する機能。

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム７
③他のシステムとの接続

[　　　]その他（　　　　　　　　　　　） [　〇　]その他（申請管理システム） 事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム８
①システムの名称

記載なし 申請管理システム 事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更



令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム８
②システムの機能

記載なし

１．申請データの取り込み
　サービス検索・電子申請機能に登録された申請
データを取り込む機能
２．申請内容の照会
　申請情報の手続きごとの項目等、詳細情報を確
認できる機能
３．申請処理状況の更新
　申請情報の一覧表示を行い、処理状況と自治体
コメントを更新機能
４．既存住民基本台帳システムへの連携
　既存住民基本台帳システムへ連携する機能

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム８
③他のシステムとの接続

[　　　]既存住民基本台帳システム [　〇　]既存住民基本台帳システム 事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日
Ⅰ－２　システム８
③他のシステムとの接続

[　　　]その他（　　　　　　　　　　　）
[　〇　]その他（マイナポータル・ぴったりサービス
（サービス検索・電子申請機能））

事後
引越しワンストップサービス開
始に伴う変更

令和5年3月30日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

・番号法１９条第８号

：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が含
まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２
０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０
、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６６、
６７、７０，７４、７７、８０、８４、８５の２、８９、９１、９
２、９４、９６、９７、１０１、１０２、１０３，１０５、１０６、
１０７、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１６、１１７
、１２０の項）

：「住民票関係情報」が含まれる条項（第１条、第２
条、第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第２０
条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条
、第２４条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、
第２６条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１
条の２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３７条
、第３８条、第３９条、第４０条、第４１条、第４３条、
第４３条の３、第４３条の４、第４４条の３、第４５条
、第４７条、第４８条、第４９条の２、第４９条、第５３
条、第５４条、第５５条、第５６条、第５７条、第５８
条、第５９条、第５９条の２の２、第５９条の２の３、
第５９条の３）

・番号法１９条第８号

：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が含
まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２
０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０
、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６６、
６７、７０，７４、７７、８０、８４、８５の２、８９、９１、９
２、９４、９６、９７、１０１、１０２、１０３，１０５、１０６、
１０７、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１６、１１７
、１２０の項）

：「住民票関係情報」が含まれる条項（第１条、第２
条、第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第２０
条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条
、第２４条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、
第２６条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１
条の２の２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３
７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４１条、第４３
条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条の５、第４
５条、第４７条、第４８条、第４９条の２、第４９条、
第５３条、第５４条、第５５条、第５６条、第５７条、
第５８条、第５９条、第５９条の２の２、第５９条の２
の３、第５９条の３）

事後
法令改正に伴う規定の整備で
あり、重要な変更には該当しな
い。

令和6年3月27日

Ⅴ評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日　

平成27年1月30日 令和6年3月27日 事後 評価実施日の変更。



令和6年9月20日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

・番号法１９条第８号（特定個人情報の提供の制
限）及び別表第二
・番号法別表第二の主務省令

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が含
まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２
０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０
、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６６、
６７、７０、７４、７７、８０、８４、８５の２、８９、９１、９
２、９４、９６、９７、１０１、１０２、１０３、１０５、１０６、
１０７、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１６、１１７
、１２０の項）

（番号法別表第二の主務省令における情報提供
の根拠）
：「住民票関係情報」が含まれる条項（第１条、第２
条、第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第２０
条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条
、第２４条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、
第２６条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１
条の２の２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３
７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４１条、第４３
条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条の５、第４
５条、第４７条、第４８条、第４９条、第４９条の２、
第５３条、第５４条、第５５条、第５６条、第５７条、
第５８条、第５９条、第５９条の２の２、第５９条の２
の３、第５９条の３）

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
：なし（住民基本台帳に関する事務において情報
提供ネットワークシステムによる情報照会は行わ
ない）

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の制
限）及び番号法第１９条第８号に基づく主務省令第
２条の表

（番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の
表における情報提供の根拠）
：第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第四欄（利用特定個人情報）に「住民票関係情報」
が含まれる項（１、２、３、５、７、１１、１３、１５、２０
、２８、３７、３９、４８、５３、５７，５８、５９、６３、６５、
６６、６９、７３、７５、７６、８１、８３、８４、８６、８７、９
１、９２、９６、１０６、１０８、１１０、１１２、１１５、１１８
、１２４、１２９、１３０、１３２、１３６、１３７、１３８、１４
１、１４２、１４４、１４９、１５０、１５１、１５２、１５５、１
５６、１５８、１６０、１６３，１６４、１６５，１６６の項）

（番号法第１９条第８項に基づく主務省令第２条の
表における情報照会の根拠）
：なし（住民基本台帳に関する事務において情報
提供ネットワークシステムによる情報照会は行わ
ない）

事後 番号法改正に伴う修正

令和6年9月20日

Ⅰ基本情報
６．評価実施機関における担当
部署
①部署
②所属長の役職名

高山市　市民保健部　市民課
高山市　市民保健部　市民課長

高山市　市民福祉部　市民課
高山市　市民福祉部　市民課長

事後 名称変更による修正

令和6年9月20日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（１．住民基本台帳ファイル、２．
宛名ファイル、４．送付先情報フ
ァイル）
２．基本情報
⑥事務担当部署

高山市市民保健部市民課 高山市市民福祉部市民課 事後 名称変更による修正



令和6年9月20日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（１．住民基本台帳ファイル、２．
宛名ファイル、４．送付先情報フ
ァイル）
３．特定個人情報の入手・使用
④使用の主体　使用部署

高山市市民保健部市民課 高山市市民福祉部市民課 事後 名称変更による修正

令和6年9月20日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（１．住民基本台帳ファイル）
６．特定個人情報の保管・消去

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登
録を行った者以外は入館できない。
＜中間サーバー・プラットフォームにおる措置＞
①中間サーバー・プラットフォームはデータセンタ
ーに設置しており、データセンターへの入館及び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベースに保存される。

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登
録を行った者以外は入館できない。
＜中間サーバー・プラットフォームにおる措置＞
①中間サーバー・プラットフォームはデータセンタ
ーに設置しており、データセンターへの入館及び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベースに保存される。

<ガバメントクラウドにおける措置>
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環
境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウ
ド事業者が実施する。なお、クラウド事業者は
ISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業
者であり、セキュリティ管理策が適切に実施されて
いるほか、次を満たすものとする。
　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けて
いること。
　・日本国内でのデータ保管を条件としていること
。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデ
ータセンター内のデータベースに保存され、バック
アップも日本国内に設置された複数のデータセン
ターのうち本番環境とは別のデータセンター内に
保存される。

事前
基幹システム標準化対応に伴う
見直し



令和6年9月20日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（２．宛名ファイル、４．送付先情
報ファイル）
６．特定個人情報の保管・消去

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登
録を行った者以外は入館できない。

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登
録を行った者以外は入館できない。

<ガバメントクラウドにおける措置>
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環
境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウ
ド事業者が実施する。なお、クラウド事業者は
ISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業
者であり、セキュリティ管理策が適切に実施されて
いるほか、次を満たすものとする。
　・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けて
いること。
　・日本国内でのデータ保管を条件としていること
。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデ
ータセンター内のデータベースに保存され、バック
アップも日本国内に設置された複数のデータセン
ターのうち本番環境とは別のデータセンター内に
保存される。

事前
基幹システム標準化対応に伴う
見直し

令和6年9月20日
Ⅲリスク対策
７．特定個人情報の保管・消去

<ガバメントクラウドにおける措置>
・物理的対策
①ガバメントクラウドについては政府情報システム
のセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録された
クラウドサービスから調達することとしており、シス
テムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管
理する環境に構築し、その環境には認可された者
だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を
行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外
部に持出できないこととしている。

事前
基幹システム標準化対応に伴う
見直し



令和6年9月20日
Ⅲリスク対策
７．特定個人情報の保管・消去

・技術的対策
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアク
セスしない契約等となっている。
②ガバメントクラウドASP、ガバメントクラウド運用
管理補助者は、ガバメントクラウドが提供するマネ
ージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等につい
て継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対する
セキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策
を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウ
イルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更
新を行う。
⑤ガバメントクラウドASP、ガバメントクラウド運用
管理補助者は、OS及びミドルウエアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシ
ステムを構築する環境は、インターネットとは切り
離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体、ガバメントクラウドASP、ガバメ
ントクラウド運用管理補助者の各運用保守地点か
らガバメントクラウドへの接続については、閉域ネ
ットワークで構成する。
⑧業務データには、国及びクラウド事業者がアク
セスできないよう制御を講じる。

事前
基幹システム標準化対応に伴う
見直し

令和6年9月20日
Ⅲリスク対策
１０．その他のリスク対策

<ガバメントクラウドにおける措置>
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いにつ
いては、当該業務データを保有する地方公共団体
及びその業務データの取扱いについて委託を受
けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者
が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの
運用等に障害が発生する場合等の対応について
は、原則としてガバメントクラウドに起因する事象
の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場か
ら、その契約を履行させることで対応する。また、
ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地
方公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助
者が対応するものとする。
具体的な取扱いについて、疑義が生じる場合は地
方公共団体、デジタル庁及び関係者で協議を行う
。

事前
基幹システム標準化対応に伴う
見直し

令和6年9月20日 Ⅳ開示請求、問合せ 高山市市民保健部市民課 高山市市民福祉部市民課 事後 名称変更による修正



令和6年9月20日

Ⅴ評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日　

令和6年3月27日 令和6年9月20日 事後 評価実施日の変更

令和7年3月3日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務
②事務の内容

　（略）

　なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カー
ドの交付」に係る事務については、行政手続にお
ける特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律に規定する個人番号、個人番号カー
ド、特定個人情報の提供等に関する省令（平成26
年11月20日総務省令第85号）第35条（個人番号
通知書、個人番号カード関連事務の委任）により
機構に対する事務の一部の委任が認められてい
る。そのため、当該事務においては、事務を委任
する機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

　（略）

　なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カー
ドの交付」に係る事務については、行政手続にお
ける特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律に規定する個人番号、個人番号カー
ド、特定個人情報の提供等に関する命令（平成26
年11月20日総務省令第85号）第35条（個人番号
通知書、個人番号カード関連事務の委任）により
機構に対する事務の一部の委任が認められてい
る。そのため、当該事務においては、事務を委任
する機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

事後 誤記修正のため

令和7年3月3日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
②システムの機能

・住民基本台帳管理機能：住民登録している住民
及び外国人に係る住民基本台帳を管理する。
・住民基本台帳異動機能：住民からの届け出に基
づく住民基本台帳の異動管理を行う（転入、転出、
転居等）。
・証明書発行機能：住民票等の各種証明書を発行
する。
・住民基本台帳ネットワーク連携機能：住基ネット
と住民基本台帳の連携を行う。
・法務省連携機能：法務省と外国人住民の情報の
連携を行う。
・個人番号の管理：個人番号の管理を行う。
・住民票コードの管理：付与された住民票コードの
管理を行う。

・住民基本台帳管理機能：住民登録している住民
及び外国人に係る住民基本台帳を管理する。
・住民基本台帳異動機能：住民からの届け出に基
づく住民基本台帳の異動管理を行う（転入、転出、
転居等）。
・証明書発行機能：住民票等の各種証明書を発行
する。
・住民基本台帳ネットワーク連携機能：住基ネット
と住民基本台帳の連携を行う。
・出入国在留管理庁通知連携機能：出入国在留管
理庁と外国人住民の情報の連携を行う。
・個人番号の管理：個人番号の管理を行う。

事後 名称変更等による修正

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（２．宛名ファイル）
④記録される項目

50項目以上100項目未満 100項目以上 事後 記録項目の追加



令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（３．本人確認情報ファイル）
（別添１）特定個人情報ファイル
記録項目

３．本人確認情報ファイル
１．住民票コード、２．漢字氏名、３．外字数（氏名）
、４．ふりがな氏名　、５．清音化かな氏名、６．生
年月日、７．性別、８．市町村コード、９．大字・字コ
ード、１０．郵便番号、１１．住所、１２．外字数（住
所）、１３．個人番号、１４．住民となった日、１５．住
所を定めた日、１６．届出の年月日、１７．市町村コ
ード（転入前）、１８．転入前住所、１９．外字数（転
入前住所）、２０．続柄、２１．異動事由、２２．異動
年月日、２３．異動事由詳細、２４．旧住民票コード
、２５．住民票コード使用年月日、２６．依頼管理番
号、２７．操作者ＩＤ、２８．操作端末ＩＤ、２９．更新
順番号、３０．異常時更新順番号、３１．更新禁止
フラグ、３２．予定者フラグ、３３．排他フラグ、３４．
外字フラグ、３５．レコード状況フラグ、３６．タイム
スタンプ、３７．旧氏有無、３８．旧氏漢字、３９．旧
氏かな

３．本人確認情報ファイル
１．住民票コード、２．漢字氏名、３．外字数（氏名）
、４．ふりがな氏名　、５．清音化かな氏名、６．生
年月日、７．性別、８．市町村コード、９．大字・字コ
ード、１０．郵便番号、１１．住所、１２．外字数（住
所）、１３．個人番号、１４．住民となった日、１５．住
所を定めた日、１６．届出の年月日、１７．市町村コ
ード（転入前）、１８．転入前住所、１９．外字数（転
入前住所）、２０．続柄、２１．異動事由、２２．異動
年月日、２３．異動事由詳細、２４．旧住民票コード
、２５．住民票コード使用年月日、２６．依頼管理番
号、２７．操作者ＩＤ、２８．操作端末ＩＤ、２９．更新
順番号、３０．異常時更新順番号、３１．更新禁止
フラグ、３２．予定者フラグ、３３．排他フラグ、３４．
外字フラグ、３５．レコード状況フラグ、３６．タイム
スタンプ、３７．旧氏　漢字、３８．旧氏　外字数、３
９．旧氏　ふりがな、４０．旧氏　外字変更連番

事後
住民基本台帳法施行令等の一
部を改正する政令が公布に伴う
整備。

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

　番号法第７条第１項（指定及び通知）に基づき、
個人番号通知書を個人番号の付番対象者全員に
送付する必要がある。
　また、同法第１７条第１項（個人番号カードの交
付等）により、個人番号カードは通知カードと引き
換えに交付することとされていることから、合わせ
て、交付申請書を個人番号通知書の送付者全員
に送付する必要がある。
　市町村は、個人番号カード省令第３５条（個人番
号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に基
づき、これらの事務の実施を機構に委任する。

番号法第７条第１項（指定及び通知）及び個人番
号カード省令第７条（個人番号の通知）に基づき、
個人番号通知書を個人番号の付番対象者に送付
する必要がある。
また、通知カード所持者にあっては、個人番号カー
ドは通知カードと引き換えに交付することとされて
いる。
機構は、個人番号カード省令第２３条の２（個人番
号通知書及び個人番号カードに関し機構が処理
する事務）に基づき、これらの事務を実施する。

事後 法令改正に伴う規定の整備。

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
２．基本情報
④記録される項目

10項目以上50項目未満 50項目以上100項目未満 事後 誤記修正のため

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
：個人番号カードの券面記載事項として、法令に規
定された項目を記録する必要がある。
・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送付
先の情報）
：機構に対し、個人番号カード省令第３５条（個人
番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に
基づき個人番号通知書及び交付申請書の印刷、
送付並びに個人番号カードの発行を委任するため
に、個人番号カードの券面記載事項のほか、個人
番号通知書及び交付申請書の送付先に係る情報
を記録する必要がある。

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
：個人番号カードの券面記載事項として、法令に規
定された項目を記録する必要がある。
・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送付
先の情報）
：機構に対し、個人番号カード省令第２３条の２（個
人番号通知書及び個人番号カードに関し機構が
処理する事務）に基づき個人番号通知書及び交付
申請書の印刷、送付並びに個人番号カードの発
行を機構が行うために、個人番号カードの券面記
載事項のほか、個人番号通知書及び交付申請書
の送付先に係る情報を記録する必要がある。

事後 法令改正に伴う規定の整備。



令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
３．特定個人情報の入手・使用
③使用目的

個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個
人番号カード関連事務の委任）に基づく委任を受
けて個人番号通知書及び交付申請書の印刷、送
付並びに個人番号カードの発行を行う機構に対し
、個人番号通知書及び交付申請書の送付先情報
を提供するため。

個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書
及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）
に基づき個人番号通知書及び交付申請書の印刷
、送付並びに個人番号カードの発行を行う機構に
対し、個人番号通知書及び交付申請書の送付先
情報を提供するため。

事後 法令改正に伴う規定の整備。

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
３．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

・住民記録システムより個人番号の通知対象者の
情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申請書
等の印刷及び送付に係る事務を個人番号カード
省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関
連事務の委任）に基づいて委任する機構に対し提
供する（住民記録システム→市町村ＣＳ又は電子
記録媒体→個人番号カード管理システム（機構））
。

・住民記録システムより個人番号の通知対象者の
情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申請書
等の印刷及び送付に係る事務を個人番号カード
省令第２３条の２（個人番号通知書及び個人番号
カードに関し機構が処理する事務）に基づいて行う
機構に対し提供する（既存住基システム→市町村
ＣＳ又は電子記録媒体→個人番号カード管理シス
テム（機構））。

事後 法令改正に伴う規定の整備。

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
①法令上の根拠

個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個
人番号カード関連事務の委任）

個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書
及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）

事後 法令改正に伴う規定の整備。

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
②提供先における用途

市町村からの個人番号カード省令第３５条（個人
番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に
基づく委任を受け、個人番号通知書及び交付申請
書を印刷し、送付する。

個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書
及び個人番号カードに関し機構が処理する事務）
に基づき個人番号通知書及び交付申請書を印刷
し、送付する。

事後 法令改正に伴う規定の整備。

令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
⑦時期・頻度

使用開始日から個人番号通知書送付までの一定
の期間に、番号法施行日時点における住民の送
付先情報をまとめて提供する（以降、新たに個人
番号の通知対象者が生じた都度提供する）。

個人番号通知書に係る送付先情報は、新たに個
人番号の通知対象者が生じた都度提供する。

事後 法令改正に伴う規定の整備。



令和7年3月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（４．送付先情報ファイル）
（別添１）特定個人情報ファイル
記録項目

４．送付先情報ファイル
１．送付先管理番号、２．送付先郵便番号、３．送
付先住所　漢字項目長、４．送付先住所　漢字、
５．送付先住所　漢字外字数、６．送付先氏名　漢
字項目長、７．送付先氏名　漢字、８．送付先氏名　
漢字　外字数、９．市町村コード、１０．市町村名　
項目長、１１．市町村名、１２．市町村郵便番号、１
３．市町村住所　項目長、１４．市町村住所、１５．
市町村住所　外字数、１６．市町村電話番号、１７．
交付場所名　項目長、１８．交付場所名、１９．交付
場所名　外字数、２０．交付場所郵便番号、２１．交
付場所住所　項目長、２２．交付場所住所、２３．交
付場所住所　外字数、２４．交付場所電話番号、２
５．カード送付場所名　項目長、２６．カード送付場
所名、２７．カード送付場所名　外字数、２８．カード
送付場所郵便番号、２９．カード送付場所住所　項
目長、３０．カード送付場所住所、３１．カード送付
場所住所　外字数、３２．カード送付場所電話番号
、３３．対象となる人数、３４．処理年月日、３５．操
作者ＩＤ、３６．操作端末ＩＤ、３７．印刷区分、３８．
住民票コード、３９．氏名　漢字項目長、４０．氏名　
漢字、４１．氏名　漢字　外字数、４２．氏名　かな
項目長、４３．氏名　かな、４４．郵便番号、４５．住
所　項目長、４６．住所、４７．住所　外字数、４８．
生年月日、４９．性別、５０．個人番号、５１．第３０
条の４５に規定する区分、５２．在留期間の満了の
日、５３．代替文字変換結果、５４．代替文字氏名　
項目長、５５．代替文字氏名、５６．代替文字住所　
項目長、５７．代替文字住所、５８．代替文字氏名
位置情報、５９．代替文字住所位置情報、６０．外
字フラグ、６１．外字パターン、６２．ローマ字更新
フラグ、６３．ローマ字氏名

４．送付先情報ファイル
１．送付先管理番号、２．送付先郵便番号、３．送
付先住所　漢字項目長、４．送付先住所　漢字、
５．送付先住所　漢字外字数、６．送付先氏名　漢
字項目長、７．送付先氏名　漢字、８．送付先氏名　
漢字　外字数、９．市町村コード、１０．市町村名　
項目長、１１．市町村名、１２．市町村郵便番号、１
３．市町村住所　項目長、１４．市町村住所、１５．
市町村住所　外字数、１６．市町村電話番号、１７．
交付場所名　項目長、１８．交付場所名、１９．交付
場所名　外字数、２０．交付場所郵便番号、２１．交
付場所住所　項目長、２２．交付場所住所、２３．交
付場所住所　外字数、２４．交付場所電話番号、２
５．カード送付場所名　項目長、２６．カード送付場
所名、２７．カード送付場所名　外字数、２８．カード
送付場所郵便番号、２９．カード送付場所住所　項
目長、３０．カード送付場所住所、３１．カード送付
場所住所　外字数、３２．カード送付場所電話番号
、３３．対象となる人数、３４．処理年月日、３５．操
作者ＩＤ、３６．操作端末ＩＤ、３７．印刷区分、３８．
住民票コード、３９．氏名　漢字項目長、４０．氏名　
漢字、４１．氏名　漢字　外字数、４２．氏名　かな
項目長、４３．氏名　かな、４４．郵便番号、４５．住
所　項目長、４６．住所、４７．住所　外字数、４８．
生年月日、４９．性別、５０．個人番号、５１．第３０
条の４５に規定する区分、５２．在留期間の満了の
日、５３．代替文字変換結果、５４．代替文字氏名　
項目長、５５．代替文字氏名、５６．代替文字住所　
項目長、５７．代替文字住所、５８．代替文字氏名
位置情報、５９．代替文字住所位置情報、６０．外
字フラグ、６１．外字パターン、６２．旧氏　漢字、６
３．旧氏　外字数、６４．旧氏　ふりがな、６５．旧氏　
外字変更連番、６６．ローマ字　氏名、６７．ローマ
字　旧氏

事後
住民基本台帳法施行令等の一
部を改正する政令が公布に伴う
整備。

令和7年3月3日

Ⅴ評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日　

令和6年9月20日 令和7年3月3日 事後 評価実施日の変更

令和7年7月8日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム2
②システムの機能

４情報（氏名、住所、性別、生年月日）
４情報

５情報（氏名、氏名の振り仮名、住所、性別、生年
月日）
５情報

事後 様式変更による



令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
住民基本台帳ファイル
２．基本情報
④記録される項目
主な記録項目

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
宛名ファイル
２．基本情報
④記録される項目
主な記録項目

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
宛名ファイル
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
本人確認情報ファイル
２．基本情報
④記録される項目
主な記録項目

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
本人確認情報ファイル
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
本人確認情報ファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

４情報（氏名、住所、性別、生年月日）
５情報（氏名、氏名の振り仮名、住所、性別、生年
月日） 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
送付先情報ファイル
２．基本情報
④記録される項目
主な記録項目

４情報 ５情報 事後 様式変更による



令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
送付先情報ファイル
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
送付先情報ファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法
情報の突合

４情報 ５情報 事後 様式変更による

令和7年7月8日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要
（１．住民基本台帳ファイル）
６．特定個人情報の保管・消去

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登
録を行った者以外は入館できない。
＜中間サーバー・プラットフォームにおる措置＞
①中間サーバー・プラットフォームはデータセンタ
ーに設置しており、データセンターへの入館及び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベースに保存される。

データセンター
・データセンター内へは事前申請を行い、虹彩登
録を行った者以外は入館できない。
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報シ
ステムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に
登録されたクラウドサービス事業者が保有・管理
する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策
はクラウドサービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管
理策が適切に実施されているほか、次を満たして
いる。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けて
いる。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保
有・管理する環境に構築する中間サーバーのデー
タベース内に保存され、バックアップもデータベー
スに保存される。

事前
自治体中間サーバー・プラットフ
ォーム更改による

令和7年7月8日

Ⅲリスク対策
（１．住民基本台帳ファイル、２．
宛名ファイル）
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行
うことで、中間サーバー・プラットフォームの保守・
運用を行う事業者における情報漏えい等のリスク
を極小化する

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行
うことで、中間サーバー・プラットフォームの事業者
及びクラウドサービス事業者における情報漏えい
等のリスクを極小化する

事前
自治体中間サーバー・プラットフ
ォーム更改による



令和7年7月8日

Ⅲリスク対策
（１．住民基本台帳ファイル、２．
宛名ファイル）
７．特定個人情報の保管・消去

＜中間サーバー・プラットフォームにおける物理的
な措置＞ ①中間サーバー・プラットフォームをデー
タセンターに構築し、設置場所への入退室者管理
、有人監視及 び施錠管理をすることとしている。ま
た、設置場所はデータセンター内の専用の領域と
し、他テナントとの 混在によるリスクを回避する。 

＜中間サーバー・プラットフォームにおける物理的
な措置＞ 
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報シ
ステムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に
登録されたクラウドサービス事業者が保有・管理
する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策
はクラウドサービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管
理策が適切に実施されているほか、次を満たして
いる。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けて
いる。
・日本国内でデータを保管している。

 

事前
自治体中間サーバー・プラットフ
ォーム更改による



令和7年7月8日

Ⅲリスク対策
（１．住民基本台帳ファイル、２．
宛名ファイル）
７．特定個人情報の保管・消去

＜中間サーバー・プラットフォームにおける技術的
な措置＞ ①中間サーバー・プラットフォームではＵ
ＴＭ（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅
威からネット ワークを効率的かつ包括的に保護す
る装置等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び
侵入防止を行うと ともに、ログの解析を行う。 ②
中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対
策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。 
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける技術的
な措置＞
 ①中間サーバー・プラットフォームではＵＴＭ（コン
ピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネッ
ト ワークを効率的かつ包括的に保護する装置等
を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止
を行うと ともに、ログの解析を行う。 ②中間サー
バー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを
導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報シ
ステムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に
登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環
境に設置し、インターネットとは切り離された閉域
ネッ
トワーク環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定
個人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事
業
者及びクラウドサービス事業者がアクセスできな
いよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術
を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに
、通
信を暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、
中間サーバー・プラットフォームの事業者において
、移
行するデータを暗号化した上で、インターネットを
経由しない専用回線を使用し、VPN等の技術を利
用し
て通信を暗号化することでデータ移行を行う。

事前
自治体中間サーバー・プラットフ
ォーム更改による


